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令和6年８⽉

〜令和5年度「⽂化部活動改⾰（部活動の地域移⾏に向けた実証事業及び地域⽂化クラブ推進事業）」より〜

⽂化部活動の地域移⾏等に向けた
実証事業事例集

参考資料３−２
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中学校等（義務教育学校後期課程、中等教育学校前期課程、特別支援学校中等部を
含む。）の文化部活動は、これまで生徒の文化芸術等に親しむ機会を確保し、生徒の自主的
・主体的な参加による活動を通じて、達成感の獲得、学習意欲の向上や責任感、連帯感の涵養
等に資するとともに、自主性の育成にも寄与するものとして、大きな役割を担ってきました。

また、学校教育の一環として、人間関係の構築や自己肯定感の向上などの教育的意義だけ
でなく、問題行動の発生抑制、学校への信頼感・一体感の醸成等にも大きく貢献してきました。

一方で、深刻な少子化の進行により、中学校等の生徒数の減少が加速化し、部活動は持
続可能性という面で厳しさを増すとともに、活動経験のない教員が指導せざるをえなかったり、休
日も含めた指導が求められたりするなど、教師にとって大きな業務負担となっています。

学校における部活動に関する厳しい状況は、中央教育審議会や国会等においても指摘されて
きており、文化庁においても、「文化部活動の在り方に関する総合的なガイドライン」（平成30年
12月。以下「ガイドライン」という。）も踏まえ、 「学校の働き方改革を踏まえた部活動改革につい
て」（令和２年９月）において、「令和５年度以降、 休日の部活動の段階的な地域移行を
図るとともに、休日の部活動の指導を望まない教師が 休日の部活動に従事しないこととする」と
示したところです。

こうした状況を受け、令和３年度から、文化庁の委託事業「地域部活動推進事業」及び
「地域文化倶楽部（仮称）創設支援事業」を実施し、子供たちが身近な地域で学校の文化
部活動に代わり得る継続的で質の高い多様な文化芸術活動の機会を確保できるよう、学校や
地域が地域の文化施設や文化芸術団体、芸術系教育機関等との連携により、文化部活動の
地域移行に向けた体制構築や持続可能な文化芸術活動の環境整備を行うためのモデル事業を
実施してきました。また、令和４年２月からは、有識者による「文化部活動の地域移行に関する
検討会議」を設置し、地域における子供たちの質の高い文化芸術活動の整備方策等の具体策
が議論され、令和４年８月９日に提言が取りまとめられました。

これを踏まえ、文化庁としては、学校部活動の適正な運営や効率的・効果的な活動の在り方
とともに、新たな地域クラブ活動を整備するために必要な対応について示した、「学校部活動及び
新たな地域クラブ活動の在り方等に関する総合的なガイドライン」を同年12月に策定・公表しまし
た。本ガイドラインでは、令和５年度から７年度までを「改革推進期間」として位置づけ、休日の
部活動の地域連携や地域クラブ活動への移行について、地域の実情等に応じて可能な限り早
期の実現を目指すこととしています。

改革推進機関の初年度となる令和５年度においては、38都道府県の95市区町村、文化芸
術団体等で文化部活動の地域移行等に関する実証事業が行われ、地域クラブ活動の運営団
体・実施主体の整備、指導者の確保、関係団体との連携、市区町村を超えた取組、生徒の
ニーズに応じた活動、費用負担の在り方、学校施設の活用などに関する多様なモデルが創出され
ました。

令和５年度の実証事業の成果や課題を基に、「文化部活動の地域移行に関する実践研究
事例」を作成しました。本事例集を、各地域から提出された成果報告書（文化庁HPに掲載）
や参考資料と併せてご活用いただくことで、今後の皆さんの取組の一助となることを願っています。

１．はじめに
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令和５年度 文化部活動改革（部活動の地域移行に向けた実証事業及び
地域文化クラブ推進事業）について

2．事業の概要

事業の趣旨

Ⅰ 文化部活動の
地域移行等に

向けた
実証事業

Ⅱ 地域文化
クラブ

推進事業

都道府県及び指定都市

少子化が進む中で、現行の学校単位での活動の継続が困難になってきている文化部活動もあり、
今後、子供たちが文化芸術に親しむ機会が減少してしまう恐れがある。
こうした事態を避けるため、学校の文化部活動に代わり、地域において文化芸術活動の機会を
将来にわたって確保できるよう、子供たちが地域で文化芸術に継続して親しめる環境を新たに構
築していく必要がある。
このため、全国各地域において、文化部活動の地域移行に関する実証事業等を
実施し、国において事業成果の普及を図るとともに、全国的な取組を推進する。

休日の文化部活動の地域移行について、地域の実情を踏まえ、
関係者との連絡調整・指導助言等の体制や指導者の確保、費用負担
の在り方など、地域における文化芸術環境の整備充実に向けた課題に総
合的に取り組むために、全国各地の拠点校（地域）において実証事業
を実施する。

文化部活動のうち、休日の活動日数・時間が多い吹奏楽部等に対し
て、子供たちが身近な地域で学校の文化部活動に代わり得る継続的
で質の高い多様な文化芸術活動の機会を確保できるよう、全国的な
規模の文化芸術団体等を中心として、文化部活動の地域移行等の
課題へ取組む実証事業を実施する。

Ⅰ 文化部活動の
地域移行等に

向けた
実証事業

Ⅱ 地域文化
クラブ

推進事業

事業内容

推進主体

全国的な規模の文化芸術団体
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2．事業の概要

背景 課題

休日の文化部活動の段階的な地域連携・地域移行と、地域における文化芸術環境を整備し、
地域の実情に応じた全国的な取組を推進する。

文化部活動改革（部活動の地域移行に向けた実証事業及び地域文化クラブ推進事業）

事業内容

学校施設の
活用等

〇効果的な活用や管理方法 等

面的・広域的
な取組

〇多くの部活動の移行
〇市区町村等を超えた取組

参加費用負担
支援等

〇困窮世帯の支援
〇費用負担の在り方

Ⅰ．部活動の地域移行等に向けた実証事業等

文化部活動のうち、休日の活動日数・時間が多い吹奏楽部等に対して、子供たちが身近な地域で質の高い多様な文化芸術活動
の機会を確保できるよう、全国的な規模の文化芸術団体等を中心として地域移行等の課題へ取り組む実証事業を実施する。

関係者との連絡調整・指導助言等の体制や指導者の確保、参加費用負担への支援等に関する実証事業を実施し、
国において事業成果の普及に努めるとともに、全国的な取組を推進する。

〈取組例〉 体制構築

〇関係団体・市区町村等との連絡調整
〇コーディネーターの配置、地域学校協

働活動推進員等との連携の在り方

指導者の質の
保障・量の確保

〇人材の発掘・マッチング・配置
〇平日・休日の一貫指導

（１）部活動の地域移行に向けた実証事業

（２）地域文化クラブ推進事業

令和４年度

進捗状況の検証を踏まえ、段階的に地域移行を進める
とともに、令和８年度からの施策に反映

・ガイドライン見直し
・更なる支援方策の検討

※ 国は、必要に応じて関連制度の改善・運用の見直しなど、円滑な地域移行に向けた環境整備を推進する。

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

体制構築・環境整備 ※ 改 革 推 進 期 間
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地域での
多様な活動

連携
・連絡調整
・安全管理
・外部指導者の派遣管理等

少子化の中でも、将来にわたり我が
国の子供たちが文化芸術に継続し
て親しむことができる機会を確保。

芸術に親しむ機会
学校の働き方改革を推進し、
学校教育の質も向上。

学校教育の質
自己実現、活力ある社会と絆の強
い社会創り。部活動の意義の継
承・発展、新しい価値の創出。

新しい価値の創出
地域の実情に応じた持続可能で
多様な文化芸術環境を整備し、
多様な体験機会を確保。

多様な体験機会

方針

事業スキーム

地域クラブ活動の充実

・実証事業の実施
・進捗状況を把握し、

令和６年度からの
施策に反映

・実践研究の実施
・人材バンクの整備
・説明会等の開催
・ガイドライン改定
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文
化
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体
等
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営 ス
型 ポ

（カ）
その他の類型

〈概要一例〉
（A）

３．実践研究の概要

地域部活動推進事業
〈運営形態別のイメージ〉

類型例
運営形態 参考事例

区分 運営例

市
区
町
村
運
営
型

（ア）
地域団体・
人材活用型

市区町村（教委等）が、地域の
団体（地域の楽団等の文化芸
術団体）や地域の指導者と連携し、
運営する形で実施

No.1-1 北海道蘭越町
No.3-1 秋田県大館市
No.13-2 新潟県妙高市
No.25-3 兵庫県稲美町

（イ）
任意団体等設立型

市区町村（教委等）が任意団
体（一般社団法人や協議会等
含む）等を創設し、任意団体が
運営する形として実施

No.11-1 東京都渋谷区
No.18-2 岐阜県本巣市

文
化
芸
術
・
ス
ポ
ー
ツ

団
体
等
運
営
型

（ウ）
地域文化芸術団体等

運営型
地域の文化芸術団体等が運営する
形で実施

No.14-2 富山県小矢部市
No.31-1 徳島県

（エ）
地域スポーツ団体等運

営型
体育・スポーツ団体等が地域文化ク
ラブを運営する形として実施

No.7-1 栃木県佐野市
No.9-1 埼玉県白岡市

（オ）
施設運営・管理者

運営型

民間の文化・スポーツ施設運営・
管理者（会社）が運営する形とし
て実施

No.28-1 島根県雲南市

そ
の
他

（カ）
その他の類型

学校と関係する団体（保護者会
等）や地域学校協働本部が運営
する形として実施

No.14-3 富山県砺波市
No.42 神奈川県川崎市

自治体名 概要

北海道蘭越町 （P７） 大学との連携によるICTを活用した高度な技術指導

東京都渋谷区 （P８） 既存の学校での部活動にとらわれず、生徒のニーズから新たな形を創出

新潟県妙高市 （P９） 地域移行の方針の明確化と共有、大学との協力体制の確立

岐阜県本巣市 （P１０） 活動場所の費用全額免除による保護者負担への配慮

兵庫県稲美町 （P１１） 地元の吹奏楽団との連携による地域文化クラブの実施体制の構築
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4．取組事例紹介（部活動の地域移行に関する実証事業）
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取組の概要

北海道蘭越町の取組

4．取組事例紹介（部活動の地域移行等に向けた実証事業）(1/5)

運営主体

蘭越町教育委員会

北海道蘭越町
大学との連携によるICTを活用した高度な技術指導

教員の負担軽減

 ＩＣＴの活用と地域連携や経験と知識の豊
富な指導により、教員の時間と精神的な負担
を軽減

今後の方針

運営等で教育委員会に多くの負担がかかったことが課題。
➡地域の関係団体に協力を求め、 地域の人材を生かして組織を運営し、地域移行を進めていく

運営体制基本情報

【活動種別】 吹奏楽
【活動場所】 蘭越中学校
【参加者】 学生１４名、社会人５名
【活動日】 土曜日等（年間19日）
【活動時間】 3時間
【指導者】 連携大学の教授・学生

町の楽団員
【指導者謝金】

提携大学の教授：8,050円/時間
提携大学の学生：1,600円/時間
町の楽団員 ：1,550円/時間

指導者の量・質の確保

 札幌大谷大学と地域連携協定を締結し、音
楽学科の学生、教授などからICTを通じて質の
高い演技指導、楽器の奏法について指導を実
施

 ＩＣＴの活用に加え、地元の楽団員の指導
により練習日を確保

地域連携・世代間交流

 吹奏楽に興味をもった町民の参加により、地
域の吹奏楽愛好家を掘り起こし、子供たちへ
の指導や、大人とのふれあいの場を構築

費用負担・財源確保

 町費 20,000円
➡学校保有の楽器・ICT設備を活用

運営形態

市区町村運営型≪地域団体・人材活用型≫



8

運営体制

取組の概要

指導者の量・質の確保

 指導員は、協力企業・団体所属の各分野の専
門の知識を持っている人による質の高い指導を
生徒に提供

北海道蘭越町の取組

4 ．取組事例紹介（部活動の地域移行等に向けた実証事業）(2/5)

運営主体

一般社団法人ユナイテッド

東京都渋谷区
既存の学校での部活動にとらわれず、生徒のニーズから新たな形を創出

今後の方針

 受益者負担の検討
 中学校部活動の地域化をさらに加速させるため、令和５年度から実施している区立中学校に設置

されている既存運動部活動の地域移行を推進するモデル校を拡充し、文化部についても同様に検討

基本情報

【活動種別】 将棋・デジタルクリエイティブ
eスポーツ・料理

【活動場所】 民間施設
【参加者】 将棋3名

デジタルクリエイティブ25名
eスポーツ15名、料理47名

【活動日】 各部活水曜日又は土曜日
【活動回数】 各部活週１回
【指導者】 協力企業・団体所属
【指導者謝金】14,000円～20,000円

（各部活ごとに設定）

生徒のニーズに合わせた機会提供

 学校を超えての取組となり、学校以外のコミュ
ニティーの場を創出し、様々な生徒たちの活動
の機会を提供

費用負担

 参加生徒会費 年1,000円～13,000円
（各部活ごとに設定）

新しいクラブの創出

 区で設立した一般社団法人ユナイテッドが部
活動の地域移行の担い手となり、生徒の部
活動ニーズ調査を実施、学校部活動になかっ
た新しいクラブを実施

運営形態

市区町村運営型≪任意団体等設立型≫
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運営体制

取組の概要

地域移行方針の明確化

 各委員会や教育委員会内で打合せを行い、
休日部活動の休止に関する方針を決定

北海道蘭越町の取組

4 ．取組事例紹介（部活動の地域移行等に向けた実証事業）(3/5)

運営主体

妙高市教育委員会

新潟県妙高市
地域移行の方針の明確化と共有、大学との協力体制の確立

今後の方針

 学校部活動の地域移行に関する上記方針に則って、休日の部活動を段階的に休止
 休日における中学生へのスポーツ、文化芸術等の活動機会の場を提供するコーディネート業務等の委

託を実施

基本情報

【活動種別】 合唱
【活動場所】 新井総合コミュニティーセンター
【参加者】 5名
【活動日】 土曜日
【活動回数】 ６回（３時間）
【指導者】 上越教育大学副学長・

大学院生（2名）
【指導者謝金】 970円または1,107円
（交通費は別途支給）
【参加費】 なし

指導者の量・質の確保

 妙高市文化事業財団、上越教育大学と連
携し、協力体制を確立

 上越教育大学から指導者を確保し、専門性
の高い指導内容を実施

妙高市教育委員会
こども教育課 生涯学習課

「ＡＬＬ妙高地域スポーツ文化活動推進事業」

妙高市内３中学校（新井中・妙高高原中・妙高中）に設置されている種目を
１つのクラブとするというイメージで実施する「ＡＬＬ妙高構想」

実施種目は以下の通り
体操、陸上、男子バスケ、女子バスケ、男子バレー、女子バレー、軟式野球、
男子ソフトテニス、女子ソフトテニス、卓球、サッカー、柔道 クロスカントリースキー、
合唱

※計画段階で実証事業実施予定だった吹奏楽とマーチングについては本事業から除外

運営形態

市区町村運営型 ≪地域団体・人材活用型≫

●令和６年度以降の学校部活動の地域移行に関する
方針・計画資料
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基本情報

【活動種別】 吹奏楽・茶道・美術
ボランティア・パソコン

【活動場所】 中学校
【参加者】 139名
【活動日】 休日土日どちらか１日
【活動回数】 年間50日前後
【指導者】 (茶道)

茶道講師の資格所有者
(吹奏楽)
市外高校吹奏楽部非常勤講師
(ボランティア)
大人の点字翻訳指導者

【指導者謝金】 吹奏楽、茶道、ボランティアのみ
1回1,800円

取組の概要

活動場所の確保

 保護者の負担軽減のために、「部活動支援クラ
ブ」での活動では、活動場所を優先的に確保し、
活動場所の費用を全額免除

北海道蘭越町の取組

4 ．取組事例紹介（部活動の地域移行等に向けた実証事業）(4/5)

運営形態

市区町村運営型≪任意団体等設立型≫
運営主体

部活動推進協議会

岐阜県本巣市
活動場所の費用全額免除による保護者負担への配慮

今後の方針

 市内の中学校生徒は、他中学校の部活（クラブ）に入部できる仕組みを設立

指導者の確保・教員の負担軽減

 一部の部活動において、社会人指導者を確
保し、活動中の見届けに関する教員の負担を
軽減。

費用負担

 年参加費 ２００円

部活動地域移行に係る協議会の設立

 各部活動の育成会が活動の主体となり、「部
活動支援クラブ」として実施

運営体制
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取組の概要

指導者の役割分担

 地域クラブ活動開始前に、顧問と地域指導
者で打ち合わせを実施し、指導方針の役割を
明確化し、教育的指導担当と技術指導担当
の役割を分担

費用負担

 参加費はなし

関係団体との連携・世代間交流

 地元吹奏楽団（コスモシンフォニックウィンズ）
と連携し、指導者を確保

 地域クラブ活動へ移行に向けて、コスモシンフォ
ニックウィンズの活動に参加し、情報交換の場を
創出

 卒業生の多くがコスモシンフォニックウィンズに所
属
➡持続的に指導者養成が可能

運営体制基本情報

【活動種別】 吹奏楽

【活動場所】 中学校音楽室・いなみ文化の森
町内外の演奏会場

【参加者】 43名

【活動日】 休日（3時間程度）
【活動回数】 月３～４回
【指導者】 吹奏楽団所属指導者・会社員等
【指導者謝金】 1,600円/時間

北海道蘭越町の取組

4 ．取組事例紹介（部活動の地域移行等に向けた実証事業）(5/5)

運営形態

市区町村運営型≪地域団体・人材活用型≫
運営主体

稲美町教育委員会

兵庫県稲美市
地元の吹奏楽団との連携による地域文化クラブの実施体制の構築

今後の方針

 連絡アプリなどの導入により、教員の負担軽減を検討
 コスモシンフォニックウィンズでの活動を地域クラブ活動のモデルとして、活動の充実に努める
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５．事例
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5．事例
地域部活動推進事業一覧（1/7）

No. 都道府県 市区町村 運営主体 指導者属性 学校
数

生徒
数 活動場所 活動種別

１ 北海道

1-1 北海道 蘭越町 教育委員会
大学教授
大学生
吹奏楽団員

1 14 中学校 吹奏楽

1-2 北海道 遠軽町 教育委員会 吹奏楽団員 2 30 中学校 吹奏楽

2 宮城県

2-1 宮城県 角田市 かくだスポーツビレッジ
運営共同企業体

食生活改善推進員
美術館職員 1 7 公共施設 お菓子作り

木工体験

3 秋田県

3-1 秋田県 大館市 大館地区吹奏楽連盟
演奏家
指導者
愛好家
吹奏楽団員

9 84 中学校 吹奏楽

3-2 秋田県 大仙市 教育委員会 - - - - 吹奏楽
合唱

4 山形県

4-1 山形県 山形市 山形市
吹奏楽団員
カメラマン
団員

8 23
大学
市役所
公共施設

吹奏楽
写真
茶道

4-2 山形県 小国町 教育委員会 経験者 1 13 中学校 吹奏楽

５ 福島県

5-1 福島県 石川町 教育委員会 団員 1 18 中学校 管弦楽

5-2 福島県 喜多方市 学びファシリテーション 団体代表 2 9 中学校
公民館 美術

6 茨城県

6-1 茨城県 茨城町 教育委員会 非常勤講師 2 55 中学校 吹奏楽

6-2 茨城県 石岡市 教育委員会
茨城おとのわプロジェクト 音楽家 5 32 公民館 吹奏楽

6-3 茨城県 東海村 東海村吹奏楽団 吹奏楽団員 1 31 中学校 吹奏楽

7 栃木県

7-1 栃木県 佐野市 総合型地域スポーツクラブ 楽器店員 2 45 中学校 吹奏楽

8 群馬県

8-1 群馬県 前橋市 地域文化部活動推進協議
会 外部指導者 3 57 中学校

公共施設 吹奏楽

8-2 群馬県 邑楽郡邑楽町 教育委員会 吹奏楽団員 2 7 公民館 吹奏楽

9 埼玉県

9-1 埼玉県 白岡市
スポーツデータバンク
白岡Sport-Verein

会社員
吹奏楽団員
大学教授

8 60 中学校
公共施設

吹奏楽
プログラミング

10 千葉県 教育委員会 非常勤講師 2 55 中学校 吹奏楽
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5．事例
地域部活動推進事業一覧（2/7）

No. 都道府県 市区町村 運営主体 指導者属性 学校
数

生徒
数 活動場所 活動種別

11 東京都

11-1 東京都 渋谷区 一般社団法人渋谷ユナイテッド 25 90 民間施設

将棋
デジタルクリエイ

ティブ
（プログラミング、

デジタルデザイン製作、
AI機械学習）
eスポーツ
料理

11-2 東京都 日野市
(公財)社会教育協会
ひの社会教育センター
明星大学

外部指導者
大学職員
大学生

8 17

中学校
民間施設
大学
他市内施設

けん玉
料理

プログラミング
ほか

12 神奈川県

12-1 神奈川県 秦野市 教育委員会 教職員
経験者 3 75 中学校 吹奏楽

12-2 神奈川県 開成町 一般社団法人開成町
総合型スポーツクラブ - - - 中学校 吹奏楽

13 新潟県

13-1 新潟県 胎内市 教育委員会 外部指導者
演奏家 2 48 中学校

文化会館 吹奏楽

13-2 新潟県 妙高市 教育委員会 大学副学長
大学院生 3 5 コミュニティセンター 合唱

13-3 新潟県 佐渡市 教育委員会
地域文化団体
NPO法人
兼職兼業職員

9 19
社会教育施設
地域文化活動団体の
拠点

(スキップ型)
吹奏楽

(エンジョイ型)
華道・人形芝居
能楽・鬼太鼓
美術・競技かる
た・写真・茶道
民謡・ギター

13-4 新潟県 三島郡
出雲崎町 出雲崎音楽広場 吹奏楽愛好家

兼職兼業職員 1 6 中学校 吹奏楽

14 富山県

14-1 富山県 朝日町 朝日町型部活動コミュニティクラブ
外部指導者
経験者
兼職兼業教員

1 13 中学校 吹奏楽

14-2 富山県 小矢部市 小矢部市吹奏楽団 吹奏楽団員 1 23 中学校
文化施設 吹奏楽

14-3 富山県 砺波市

地域クラブ
・アンサンブル サンベリーナとなみ
(合唱)
・般若吹奏楽団(吹奏楽)
・T-science club(情報科学)
・Riverside Winds, Shogawa

兼職兼業職員 4 54 中学校
小学校

吹奏楽
合唱

情報科学

14-4 富山県 富山市 奥田中学校吹奏楽部保護者会 外部指導者 1 30 中学校他 吹奏楽
（マーチングバンド）
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5．事例
地域部活動推進事業一覧（3/7）

No. 都道府県 市区町村 運営主体 指導者属性 学校
数

生徒
数 活動場所 活動種別

15 石川県

15-1 石川県 金沢市 教育委員会 外部指導者 1 59 中学校ほか 合唱・華道

16 福井県

16-1 福井県 敦賀市 敦賀市民ジュニア吹奏楽団
兼職兼業職員
吹奏楽団員
楽器愛好家

4 86 中学校
市民文化センター 吹奏楽

16-2 福井県 大野市 大野市中学校吹奏楽連盟 吹奏楽団員 3 57 中学校 吹奏楽

16-3 福井県 越前市 越前市地域クラブ 兼職兼業職員
退職教員 3 4 中学校 美術

16-4 福井県 福井市 教育委員会 市職員 10 10 公共施設 科学部

17 長野県

17-1 長野県 飯田市 教育委員会
外部指導者
兼職兼業職員
経験者

8 83
中学校
公民館地域の文
化施設等

芸術・ギター
競技かるた

（百人一首）
科学・技術
料理・将棋
吹奏楽・合唱

17-2 長野県 長野市 教育委員会 演奏者 12 103 公共施設等 合唱

17-3 長野県 松本市 波田合唱クラブ 指導員
兼務兼業職員 1 18 公共施設等 合唱

17-4 長野県 千曲市
坂城町

千曲坂城クラブ
(千曲市教育委員会
坂城町教育委員会)

兼職兼業職員
吹奏楽団員 1 103 中学校

文化会館等
吹奏楽
合唱
美術

18 岐阜県

18-1 岐阜県 岐阜市 総合型地域スポーツクラブ
保護者会

演奏家
外部指導者 3 41 中学校

公民館
吹奏楽

ギターマンドリン
茶道

18-2 岐阜県 本巣市 教育委員会
経験者
非常勤講師
外部指導者

2 139 中学校

吹奏楽
茶道
美術

ボランティア
パソコン

18-3 岐阜県 関ケ原町 保護者クラブ 兼職兼業教員 1 21 中学校
公共施設 吹奏楽

18-4 岐阜県 安八町 教育委員会 外部指導者
兼職兼業職員 2 48 中学校 吹奏楽

18-5 岐阜県 郡上市
少年スポーツ団体連絡協
議会
地域クラブ活動推進委員
会

外部指導者
兼職兼業職員 4 100 中学校施設

体育文化施設 吹奏楽

18-6 岐阜県 七宗町 教育委員会 兼職兼業教員
外部指導者 1 11 中学校 技術家庭（ロボコ

ン・木工・バッグ）

18-7 岐阜県 中津川市 教育委員会 兼職兼業職員
保護者 3 17 中学校 吹奏楽
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5．事例
地域部活動推進事業一覧（4/7）

No. 都道府県 市区町村 運営主体 指導者属性 学校
数

生徒
数 活動場所 活動種別

19 静岡県

19-1 静岡県 焼津市 焼津市地域クラブ推進委員
会

経験者
団員 9 85 中学校

市内公共施設

吹奏楽
クラシックバレエ
よさこいダンス
フラダンス
書写書道

20 愛知県

20-1 愛知県 日進市 教育委員会 吹奏楽団員 4 287 小学校
市民会館 吹奏楽

20-2 愛知県 稲沢市
教育委員会
稲沢市民吹奏楽団
（市民団体）

吹奏楽団員 1 47 中学校 吹奏楽

20-3 愛知県 犬山市 教育委員会 外部指導者 4 120 中学校 吹奏楽

20-4 愛知県 愛西市 Aisai Marching Band 
BLOWING

吹奏楽団員
外部指導者 1 64

中学校
学校体育施設、
スポーツ施設等

吹奏楽

20-5 愛知県 常滑市 常滑市ジュニア吹奏楽団
外部指導者
経験者
兼職兼業職員

4 60 文化会館
中央公民館 吹奏楽

20-6 愛知県 岡崎市 教育委員会
経験者
音楽家
兼職兼業職員

24 268 公共施設
吹奏楽
オーケストラ
合唱

20-7 愛知県 額田郡幸
田町 幸田町文化振興協会 外部指導者

演奏家 3 128 学校施設
公立文化施設

吹奏楽
弦楽合奏

20-8 愛知県 蒲郡市 蒲郡市ジュニア吹奏楽団 兼職兼業職員
外部指導者 6 54 幼稚園 体育館 吹奏楽

20-9 愛知県 春日井市 教育委員会 兼職兼業職員 3 110 中学校
吹奏楽
合唱
演劇

21 三重県

21-1 三重県 四日市市 四日市吹奏楽団
学生
兼職兼業職員
外部指導者

22 80 中学校 吹奏楽

21-2 三重県 菰野町 特定非営利法人 元気アップ
こものスポーツクラブ

非常勤講師
経験者
吹奏楽団員
兼職兼業教員

2 130 中学校 吹奏楽

22 滋賀県

22-1 滋賀県 長浜市 公益財団法人 長浜文化ス
ポーツ振興事業団 外部指導者 7 17 文化施設 吹奏楽

22-2 滋賀県 竜王町 竜王中学校運営協議会
（コミュニティスクール）

外部指導者
民間事業者 1 37 中学校 吹奏楽

アートサイエンス

23 京都府

23-1 京都府 精華町
けいはんなユースウインドオー
ケストラ
(MyRhythm音楽事務所)

外部指導者 3 121 高等学校 吹奏楽
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5．事例
地域部活動推進事業一覧（5/7）

No. 都道府県 市区町村 運営主体 指導者属性 学校
数

生徒
数 活動場所 活動種別

24 大阪府

24-1 大阪府 大東市 教育委員会 経験者 7 17 公共施設 メディア

24-2 大阪府 泉大津市 泉大津市吹奏楽団 吹奏楽団員
経験者 2 40 中学校 吹奏楽

25 兵庫県

25-1 兵庫県 尼崎市
教育委員会
公益財団法人尼崎市スポー
ツ振興事業団

外部指導者 1 17 中学校 吹奏楽

25-2 兵庫県 加古川市 教育委員会 経験者 2 22 中学校 吹奏楽

25-3 兵庫県 稲美町 教育委員会 外部指導者
経験者 2 43 中学校

公共施設等 吹奏楽

25-4 兵庫県 播磨町 NPO法人スポーツクラブ２１
はりま 経験者 2 97 公共施設

中学校
ボランティア・理科、
ジャズダンス・美術

26 奈良県

26-1 奈良県 生駒市 一般社団法人リトルパイン総
合型地域スポーツクラブ

外部指導者
吹奏楽部連盟理事
兼職兼業職員 3 24 公共文化施設

中学校 英語・吹奏楽

26-2 奈良県 下市町 下市あきつ文化・スポーツ振
興会

兼職兼業職員
外部指導者 1 7 義務教育学校 合唱

26-3 奈良県 天理市 教育委員会 外部指導者
兼職兼業職員 1 44 中学校

文化センター 吹奏楽

27 鳥取県

27-1 鳥取県 境港市 教育委員会 経験者 2 4 公民館等 写真

28 島根県

28-1 島根県 雲南市 株式会社 キラキラ雲南 外部指導者
吹奏楽団員 6 125 中学校

公共施設 吹奏楽

29 岡山県

29-1 岡山県 玉野市 教育委員会
玉野市中学校吹奏楽団 団員 13 70 公民館

中学校
書道
茶道
吹奏楽

29-2 岡山県 備前市 備前市 吹奏楽団員 3 35 中学校 吹奏楽

29-3 岡山県 和気郡和
気町

吹奏楽クラブ（総合型地域
スポーツ和気クラブ） 経験者 2 15 小学校 吹奏楽

30 山口県

30-1 山口県 美祢市 教育委員会 吹奏楽団員
兼職兼業職員 2 28 中学校 吹奏楽

30-2 山口県 防府市 教育委員会 - - - - 百人一首
競技かるた
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5．事例
地域部活動推進事業一覧（6/7）

No. 都道府県 市区町村 運営主体 指導者属性 学校
数

生徒
数 活動場所 活動種別

31 徳島県

31-1 徳島県 阿波かるた会 阿波かるた会会員 1 18 公民館等 百人一首
競技かるた

31-2 徳島県 徳島市

徳島交響楽団ジュニアオーケ
ストラ
徳島県合唱連盟
NPO法人阿波農村舞台の
会

経験者
楽団員 3 87

中学校
中学校
県立施設

オーケストラ・合唱・
人形浄瑠璃

32 香川県

32-1 香川県 東かがわ市 東かがわクラブ
兼職兼業教職員
外部指導者
大学生

3 58 中学校 吹奏楽、美術

32-2 香川県 高松市 リーフラス株式会社 経験者
大学生 1 32 中学校 吹奏楽

32-3 香川県 三豊市 一般社団法人三豊市文化
スポーツ振興事業団

兼職兼業職員員
市巡回ICT支援員 6 88 中学校

オンライン開催 吹奏楽 パソコン

33 福岡県

33-1 福岡県 中間市 中間市地域部活動推進協
議会 経験者 4 84 高校 吹奏楽

34 長崎県

34-1 長崎県
南松浦郡
新上五島
町

新魚目ウインドアンサンブル響
団員
兼職兼業職員
音楽家

2 36 町保有施設 吹奏楽

35 熊本県

35-1 熊本県 高森町 教育委員会
一般社団法人高SPO 非常勤講師 1 4 中学校 吹奏楽

35-2 熊本県 南関町 教育委員会 退職教員 1 13 中学校 吹奏楽

36 大分県

36-1 大分県 竹田市 教育委員会 団員
兼職兼業教職員 2 19 中学校 吹奏楽

37 宮崎県

37-1 宮崎県 宮崎市 教育委員会 退職教員 1 22 中学校 吹奏楽

37-2 宮崎県 小林市 小林市文化連盟
兼職兼業職員
外部指導者
吹奏楽団員
保護者

3 54 中学校
吹奏楽
美術

38 鹿児島県

38-1 鹿児島県 与論町 与論町地域部活動推進協
議会

兼職兼業職員
経験者 1 11 中学校

体育施設ほか 吹奏楽
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5．事例
地域部活動推進事業一覧（7/7）

No. 都道府県 市区町村 運営主体 指導者属性 学校
数

生徒
数 活動場所 活動種別

39 埼玉県 さいたま市 合同会社ファウンテン（統括
団体）

兼職兼業教員
部活動指導員 3 70 中学校など 吹奏楽

美術・パソコン

40 千葉県 千葉市 教育委員会 兼職兼業職員
吹奏楽団員 3 42 中学校 吹奏楽

41 神奈川県 横浜市 サクシード株式会社 経験者 2 48 中学校 演劇・合唱

42 神奈川県 川崎市 教育委員会
リーフラス株式会社

学生
経験者 6 227 中学校 吹奏楽・演劇

43 新潟県 新潟市
大形中学校文化部保護者
会
鳥屋野中学校保護者会

経験者
兼職兼業教員 2 78 中学校 吹奏楽

44 大阪府 大阪市 リーフラス株式会社
経験者
外部指導者
兼職兼業職員

3 29 中学校 吹奏楽・茶道

45 岡山県 岡山市 岡山市立学校 大学生 3 148 中学校 吹奏楽
ダンス

46 福岡県 北九州市
九州国際大学（地域吹奏
楽クラブ）
株式会社コルト（地域マンガ
クラブ）

・経験者
・学生 15 20 大学

文化施設
吹奏楽

美術（マンガ）

地域文化クラブ推進事業一覧
No. 応募団体 市区町村 運営主体 指導者属性 学校

数
生徒
数 活動場所 活動種別

1 公益財団法人音楽文化創造

1-1

公益財団
法人

音楽文化
創造

東京都
多摩地域 宮地楽器 学生

大学教授 19 大学 吹奏楽

岡山県
倉敷市 中川楽器 退職教員

外部指導者 210 高等学校 吹奏楽１-2

1-3 山形県
山形市 株式会社富岡本店 演奏家 29 中学校 吹奏楽

1-4 沖縄県
渡嘉敷村

株式会社ヤマハミュージック
ジャパン

外部指導者
民間事業者 2 自宅（オンライン） 吹奏楽

1-5
神奈川県
横浜市
磯子区

杉田劇場
合唱団員
吹奏楽団員
外部指導者

61 中学校
文化施設

吹奏楽
合唱

1-6 埼玉県
ふじみ野市

ふじみ野市地域文化クラブ
運営委員会

経験者
演奏家 10 文化施設 合唱

楽器演奏

1-7 静岡県
掛川市 ＮＰＯ法人掛川文化クラブ

吹奏楽団員
退職教員
学生

48 公共施設
吹奏楽
弦楽
合唱
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地域部活動推進事業の事例
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北海道No.１

Ⅰ. 道内の状況と課題

Ⅲ. 地域移行に向けた課題・今後の方針

Ⅱ. 取組内容と成果

【取組内容】
○部活動の在り方検討支援アドバイザー派遣

・ 学識経験者・総合型地域スポーツクラブの運営者などのアドバイ
ザーを市町村等に派遣し、専門的な見地から助言

○部活動改革推進本部及び教育局サポートチーム
・ 庁内の推進体制として「部活動改革推進本部」を設置するとともに、

14の教育局に市町村の取組を支援するサポートチームを設置
○部活動の地域移行に関する町村長への説明

町村長を対象とした説明会の実施

【取組内容】
○ほっかいどう部活動・地域クラブ活動サポーターバ

ンク
・ 令和５年３月「ほっかいどう部活動・地域クラ

ブ活動サポーターバンク」を設置、周知用リーフ
レットを作成し各市町村教育委員会に送付

・ SNSでの広報活動を実施
・ 令和６年３月から札幌市教育委員会との連

携開始

【蘭越町】
町内唯一の中学校である、蘭越中学校では、６つの運動部のほか、吹奏楽部があり、唯一の文化部となって

いる。全校生徒95名（令和4年度）のうち吹奏楽部に所属する生徒が16人(17%)と人気のある部活動である。
現在は、顧問の教諭のほか、教員退職者である部活動指導員が指導に当たっており、学校や町の行事などで

の演奏を目標に、活動に取り組んでいる。活動は、平日は木曜日を除く毎日2時間と土曜日3時間としている。
【遠軽町】

町内７中学校のうち２中学校に吹奏楽部があるほか、文化系部活動が４校にある。町にある道立高校にも
全国大会に出場する吹奏楽局があり、小学校から高校までが連携した活動となっている。吹奏楽部の活動は平
日週４日各２時間と土日のどちらかで３時間とし、顧問が指導している。

【取組内容】
○Do-START構想

・企業等からの支援（寄附や
人的資源）を受けられる体制を
整備し、各地域における官民連
携による取組を促進

・ 企業等を対象としたセミナー、
マッチング会の実施

・ 「北海道部活動の地域移行に係る推進計画」（令和５年３月策定）
「市町村の取組と実施イメージ」の中で市町村の取組のスケジュール例を示
しており、令和５年度のスケジュールとして、「協議会の設置、ニーズの把握、
運営団体・実施主体の決定、地域人材の把握と指導者の確保、運営
方針等の決定」とした上で、令和６年度については段階的に「一部競技
種目等での試行実施、協議会等の会議での検証・改善」のフェーズへと進
むことを示している

・ 官民連携の取組
各市町村が地域移行を進める上で課題となる「実施主体の体制整備」、
「指導者の確保」、「運営財源の確保」や「生徒の移動手段の確保」に向
けて、企業等からの支援（寄附や人的資源）を受けられる体制を整備す
る必要があるため、Do-START構想について、企業向けセミナー等で説明
するとともに市町村と企業とのマッチングする取組を進めていく

【成果】
○部活動の在り方検討支援アドバイザー派遣

令和４年度 ３名体制 計19回派遣
令和５年度 ６名体制 計47回派遣

○サポートチーム毎に市町村教育委員会担当者向けの説明会や交流
会を実施し、各地域の課題に応じた助言

○部活動の地域移行に関する町村長への説明
全14管内の内、９管内で実施済み

【成果】
・ ほっかいどう部活動・地域クラブ活動サポーター

バンク
令和６年３月７日現在 244名登録
（うち吹奏楽29名、合唱８名）

【成果】
○Do-START構想

・ 応援meetアップ
「部活動の地域移行×企業」
マッチング会
令和５年９月実施
参加企業 10社（団体）

・ 官民連携セミナー
令和５年12実施
参加者 約130名

道の取組
他部局との協力体制 ○

県内自治体への説明・周知 ○
教員等への理解促進 ‐
保護者・生徒への周知・説明 ○

人材バンク設置 ○

教育施設活用手段の整備 △

参加費用負担の検討 △

指導者の量の確保に関する取組関係者への理解促進に関する取組

参加費用負担の支援等に関する取組

実施競技種目等の
拡大、検証改善 

《スケジュール例》 
令和５年度 令和６年度 令和７年度 

ア 協議会等の設置                      
イ ニーズの把握                        
ウ 運営団体・実施主体の決定       
エ 地域人材の把握と        
  指導者の確保         一部競技種目等で試行実施 
オ 運営方針等の決定       協議会等の会議で検証・改善 

   ※ 検討の段階から随時、関係団体、学校、保護者、地域住民への情報発信 

【成果報告書】 PDF版▶こちら QRコードはこちら▶

https://chiikibunkaclub.jp/seikahoukoku/003.pdf
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北海道蘭越町No.1-1

Ⅰ. 基本情報

Ⅳ．課題と今後の方針
Ⅲ. 成果

団体・組織等の連携

活動種別

吹奏楽

運営形態

地域移行・市町村運営型

蘭越町は人口4,400人、蘭越中学校の全校生徒は98人で地域の人材資源も乏しく、北海道の中
心都市である札幌市からも車で約３時間ほど離れていることから、子供たちの活動も多くの制約を受
ける中、ICTの活用により、吹奏楽の専門的な技術知識を有する人材から高度な技術指導、特に奏
法の指導を受けることができることで、吹奏楽を通じての子供たちの豊かな活動を保障し、結果としてい
きいきとした学校、地域が醸成されることにつながると期待している。

教育委員会が主体となり行っていることで、
継続性は担保されるが、人的労力を相当に要
している。また、中学生への指導に当たっては、
学校や部活動顧問の理解、協力が不可欠で
ある。

また、地域移行にあたっては、学校、保護者、
指導者それぞれの信頼関係がなければ、成り立
たないことも強調しなければいけない。

もうひとつの大きな課題は、ICTの技術的問
題を解決できる人材が不可欠であることで、今
回は、遠隔でミーティングのできるツールを活用し、
リモートでの指導を受けたが、多くのトラブルが発
生し、その対処に役場の専門職員を要請した。
これが、地域移行後に自立した組織の中でも対
応していけるかは、課題である。

運営主体： 蘭越町教育委員会
事業目標： 地方においても質の高い音楽の指導を受けることで、吹奏楽への興味関心が深まり、

中学校の部活動の枠組みを超えて、多くの世代による地域吹奏楽クラブが自立し
ていくことを目標とする。

活動場所

蘭越中学校

鍵、校舎管理の工夫・現状

教育委員会管理

参加生徒等の基本情報

人 数： 中学生14名
社会人５名

活動日： 土曜日等
（年間19日）

活動時間：３時間

指導者の基本情報

提携大学の教授：8,050円/時間
提携大学の学生：1,600円/時間
町の楽団員 ：1,550円/時間

活動財源・自己調達財源

文化庁事業委託費 28万円
町費 2万円

Ⅱ. 活動概要・取組

子供たちはもちろん、保護者や教員、地域住民が、吹奏楽部に着目し、演奏の上達、イベントへの
参加などを通じて、子供たちの音楽活動の自信になった。また、後進の育成や新入生への勧誘機会の
きっかけにもつながり、音楽以外の面でも前向きな姿勢を目にすることも増えたと、中学校の教員からも
子供の成長に関して高い評価があった。

活動をきっかけとして、地域の吹奏楽愛好家の掘り起こしも行うことができ、子供たちへの指導や、大
人とのふれあいの場をつくることもできた。

吹奏楽の技術は、決して優れているという段階ではないが、地方に住んでいても、専門的な人材から
指導を受けることができ、上達することの喜びや音楽の楽しさを、中学生のみならず地域全体で共有す
ることができた。

蘭越町では、令和４年10月に札幌大谷大学と地域連携協定を締結し、本町の教育活動へも協力いただい
ている。その一環として、同大の音楽学科の学生、教授などから、ICTを通じて質の高い演奏指導、また楽器の奏
法について指導を受け、子供たちの興味関心を引き出し、感性を磨くことで、より吹奏楽を楽しむことができると期
待しており、対象を一般にも広げたうえで、地域の吹奏楽に関心のある人たちにより地域活動として吹奏楽を楽し
める場を創造していきたい。

地方の小さな学校で限られた人材、資源の中、子供たちが吹奏楽を楽しめる環境を整備することで、豊かな文
化活動を行い、高度な芸術に触れる機会を作ることで、子供たちの充実した活動を保障し、地方に住むことの劣
等感を払拭し、多くの人からの評価を得る経験を積む機会をつくる。

【成果報告書】 PDF版▶こちら QRコードはこちら▶

https://chiikibunkaclub.jp/seikahoukoku/001.pdf
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北海道遠軽町No.1-2

Ⅰ. 基本情報

Ⅳ．課題と今後の方針Ⅲ. 成果

団体・組織等の連携

活動種別

吹奏楽

運営形態

地域移行・市区町村運営型

吹奏楽という種目の性質上、技術的な指導に
は吹奏楽に関わる団体の協力が欠かせない。今回
は指導者が多く参加したが、休日の文化活動を継
続的に実施する場合、指導者が確保されるよう地
域団体との調整が必要である。また、吹奏楽は指
導内容の共有が重要であるため、顧問と地域団体
がいかに指導内容を共有していくかが課題であり、
学校部活動と地域団体の連携により、指導の質を
確保する必要がある。そのためには、関係者をつな
ぐ総括コーディネーターの継続的な配置が有効であり、
これを担う人材の確保が必要である。

生徒の移動や楽器の運搬のことを考えると学校
での実施が効率的であるが、地域指導者が鍵等を
管理する場合はルールづくりが必要である。また、音
楽ホールの機能を持った町の公共施設である「芸術
文化交流プラザ」における指導も有効であるとの意
見があったため、合同での実施や生徒の移動、楽
器の運搬について検討を進める必要がある。

運営主体： 遠軽町教育委員会

事業目標： 休日の部活動の地域移行を目指し、地域の指導者による指導を行い、遠軽町地
域移行検討協議会に案を示して検討の上、関係者間で合意を得る。

活動場所

中学校

鍵、校舎管理の工夫・現状

中学校に依頼

参加生徒の基本情報

人 数：遠軽中学校20人
南中学校10人

活動日：各学校年１回
活動時間：遠軽中学校２時間

南中学校３時間

指導者の基本情報

遠軽青少年吹奏楽団14人（延べ
19人）

活動財源・自己調達財源

文化庁事業委託費 69,231円
町負担額 550円
参加費年額/なし

Ⅱ. 活動概要・取組

参加した生徒30人を対象としたアンケートの結果、回答者の97％が部活動の
地域移行について「知らない」「詳しくはわからない」との回答であった。地域の指導
者による指導については生徒の87％が「良かった」と回答し、「いつもと違う視点で
の指導が良かった」、「楽器ごとの指導が良かった」、「知らなかったことを知ることが
できた」などの感想があった。学校の顧問ではない指導者による活動に参加するか、
との問いには参加したい生徒が40％に対し、57％の生徒がわからないと回答して
おり、地域団体の指導は良かったが、地域移行についての周知や理解が不十分
であることがわかった。

地域団体の指導者に対するアンケート調査では、部活動に地域の指導者として
関わることに対し、すべての指導者が「よかった」と回答、今後、地域移行になった
場合、地域の指導者として希望するかとの問いに対しては36％が「希望したい」、
57％が「検討中」と回答しており、地域団体として地域移行に対する関心の高さ
が伺えた。指導に当たっての課題は「人材の確保や後継者の育成について」や「多
様化している生徒との関わりについて」が多数を占め、「関わり方」や「指導能力へ
の不安」が課題であるとの意見がある一方、「教員の負担軽減や地域のつながり
が広がる」、「地域移行に積極的に関わりたい」などの意見があった。

今年度は指導部分に重点を置き、各学校１回の実施に止まったが、地域団
体による指導は有効であった。これまで、個人での関わりはあったものの地域団体
としての指導は無かったため、部活動に地域団体が関わるきっかけともなった。

総括コーディネーターを配置し、中学校やスポーツ団体、文化団体などにより構成する遠軽町部活
動地域移行検討協議会による協議を経て、町内に２校ある吹奏楽部の指導について、休日部活
動の地域移行に向けて中学校及び地域の団体である遠軽青少年吹奏楽団との調整を行い、休日
の文化活動の指導を地域団体により実施した。

総括コーディネーターが中学校とは実施日程や内容を、団体とは指導者の選出及び実施日程の
調整を行った。また、指導内容については中学校の練習内容や要望を地域団体に伝え、これに沿う
形で指導を行った。事業実施に当たっては、事前に文書で周知し、さらに実施当日参加した生徒に
口頭で説明して地域移行をイメージした活動を行うとともに、参加した生徒及び指導者にアンケート調
査を実施した。この事業の結果を踏まえ、今後も部活動地域移行検討協議会において休日部活動
の地域移行方法について検討を進めていく。

任用

調整

人材確保

人材確保

調整

移行方法

検討

紹介

連携

協力
連携・情報提供

移行準備

移行方法

検討

移行方法検討
部活動

中学校

教育委員会

学校部活動担当部局

（総務課）

文化芸術団体

総括コーディネーター

教育委員会

スポーツ・文化振興担当部局

（社会教育課）

指導者

【成果報告書】 PDF版▶こちら QRコードはこちら▶
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宮城県No.2

Ⅰ. 県内の状況と課題

Ⅲ. 地域移行に向けた課題・今後の方針

Ⅱ. 取組内容と成果

【取組内容】
・部活動地域移行フォーラムの開催

県内市町村、スポーツ・文化芸術団体関係者、学校教員等を対象
に運営団体・実施主体の組織体制の構築や整備について、大学教授
の講話と他県先進地域の事例発表を行った。
（１）講話「部活動地域移行の実現に向けて」

講師 兵庫教育大学大学院教授 森田 啓之 氏
（２）事例発表（リモート）

「静岡県掛川市の取組について」 掛川市教育委員会
「兵庫県加古川市の取組について」 加古川市教育委員会

・宮城県部活動地域移行研修会の開催
市町村とスポーツ・文化芸術関係団体の方々を対象に、実証事業を

行っている角田市の取組と公民館で多様な文化体験活動に取り組んで
いる中学生の取組について事例紹介を行った。
（１）話題提供 「地域を盛り上げる！中・高生による愛島公民館

部活動開始！」 名取市愛島公民館
（２）事例発表 「角田市の実証事業の取組について（文化部）」

角田市教育委員会
「県立中学校の取組について（運動部）」

リーフラス株式会社

【取組内容】
・中学生のニーズに沿った、多様な文化芸術体験機会の創出

角田市の取組「＋（プラス）チャレンジ」では、中学生のニーズに沿った
様々な文化芸術体験プログラムで、運動部活動に所属する生徒も参加で
きる文化芸術体験プログラムを実施した。
○「＋（プラス）チャレンジ」事業内容
（１）中学生の事前アンケート調査

やってみたい活動・・・①料理・スイーツ
②美術
③茶道

（２）事業内容・・・①茶道
②お菓子作り体験
③木工体験

（３）事後アンケート結果

少子化が進み、学校の生徒数の減少により、単一の学校では特定の部を設け、これまでと同様の体制で運営
することが難しくなってきており、設置する部活動の精選が各学校の課題となっている。また、働き方改革が進む中、
休日の部活動指導や大会引率を教員が担う体制の改善が求められており、これまでの指導体制を継続することが
より厳しくなる。生徒の豊かなスポーツ・文化芸術活動を実現するためには、学校と地域との連携・協働により、持
続可能な活動環境の整備を進めていくことが求められる。

現在の角田市における部活動は、アンケート結果等より、保護者・生徒からの満足度が高く（保護者８０％、
生徒７６％）、また、やりがいを感じる教員が多い(76％)状況である。しかしながら、休日の部活動の負担が大き
いと感じている教員が多く（６６％）、さらには、今後の生徒数の減少（5年で3割減）に伴い、現在の部活動
の数・質ともに維持が困難となることが見込まれる。

【取組内容】
・角田市は、企業版ふるさと納税の周知を行い、その活用について検討
を進めた。

・今回の実証事業は、多様な文化芸術活動の機会の提供が主であったが、
吹奏楽部など単独の部活動が地域文化クラブとして実施するための検証が
必要である。
・多様な文化芸術体験プログラム「＋（プラス）チャレンジ」は、「地域全体
で子供を育てる」プログラムにつなげるためにも、事業の継続と、様々な分野
の地域人材を活用していくことが望まれる。
・県内すべての市町村（仙台市を除く）での協議会の設置を目指している。
市町村訪問や説明会等を引き続き行うことで、各市町村の実態に寄り添い
ながら丁寧に設置に向けて支援していく。

【成果】
・部活動地域移行に向けての理解や動きがなかなか進まなかった市町村
にとって、部活動地域移行フォーラムでの講話や先進地域の取組を聞い
たことにより、地域移行の具体的な姿の理解が進む契機となった。
・参加者アンケートからは、「地域展開し、まちづくりへつなげるということが
求められている姿と感じた」や「具体的な試行プランが示されたので参考
になった」など今後の進め方について見通しを持つことができた。
・角田市の部活動地域移行に向けての取組や実証事業の内容を聞い
たことにより、休日の地域文化クラブ活動の進め方について具体的なイ
メージを持つことができた。
・市町村や関係団体等が、ワークショップで他市町村や団体の取組に関
する現状と今後の計画等について共有できたことは、それぞれが抱えてい
る課題解決や計画の改善に向けて参考となった。

【成果】
・中学生が実際に体験してみたいと思う活動についてアンケート調査を実
施してニーズを把握したことにより、平日の部活動ではできない活動で、中
学生がやってみたいと思う文化芸術体験の機会を創出できた。
・市内の中学生の誰もが参加できる活動のため、平日は運動部に所属す
る生徒も文化芸術活動に親しむことができた。
・講師に地域人材を活用するなど、地域移行で目指す「地域全体で子供
を育てる」環境の整備につながる取組となった。
・事後アンケート結果では、「＋チャレンジというチラシにひかれて申し込んだ
が、とても楽しかった。またこういう機会があれば、参加してみたい。」や
「（お菓子作りを）家に帰ったら、家族と作ってみたい。」、「（木工作品
を）作っているうちにだんだんと面白くなってきて、完成させることができてよ
かった。」など、１日で複数の文化芸術活動を体験し、充実した活動と
なった。

【成果】
・企業に「部活動地域移行」への理解を進め、中・長期的な視点で企業
版ふるさと納税への協力依頼・周知を行うことができた。

県の取組
他部局との協力体制 ◎

県内自治体への説明・周知 ◎
教員等への理解促進 ○
保護者・生徒への周知・説明 ○

人材バンク設置 ○

教育施設活用手段の整備 ー

参加費用負担の検討 △

内容の充実に関する取組関係者への理解促進に関する取組

参加費用負担の支援等に関する取組

【成果報告書】 PDF版▶こちら QRコードはこちら▶

https://chiikibunkaclub.jp/seikahoukoku/004.pdf
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宮城県角田市No.2-1

Ⅰ. 基本情報

Ⅳ．課題と今後の方針Ⅲ. 成果

団体・組織等の連携

活動種別

多様な体験機会の創出
（＋チャレンジ）
運営形態

地域移行・団体等運営型

文化部活動において、休日に実施して
いる「吹奏楽部」の地域移行を進めるうえ
で、『実施場所』に課題がある。楽器の収
納場所、各部屋に分かれてのパート練習
など、中学校を活動の場所としている現状
から、外部指導者のカギの管理等、運営
管理体制について、引き続き中学校と調
整が必要となる。

一方で、生徒個々の休日のクラブ活動
機会の創出のため、「＋チャレンジ」も引き
続き実施していきたい。種目の選定にあ
たっては、再度アンケート等を行い、年々進
化するニーズにできる限り寄り添えるよう、
委託先のコーディネーターと調整していきた
い。

加えて、地域の指導者の掘り起こし、指
導スキルの向上のための研修会の開催な
ど、包括的に事業展開を模索していきたい。

運営主体： 地域移行・団体等運営型
事業目標： コーディネーターを配置し、地域クラブ活動の準備、開催において中学校、生徒・保

護者、地域スポーツ・文化団体、教育委員会等との連絡調整等を行う。また、指
導者の掘り起こしを行い、研修会等を開催するなど指導者の資質の向上を図る。

活動場所

角田市市民センター

鍵、校舎管理の工夫・現状

ー

参加生徒の基本情報

人 数：７人
活動日：12月17日（日）
活動時間：午前10時～正午

指導者の基本情報

①お菓子作り教室：
角田市食生活改善推進員

②木工教室：宮城県美術館職員

活動財源・自己調達財源

文化庁事業委託費 30,019円

Ⅱ. 活動概要・取組

周知方法や事業実施日の調整に課題を残したが、＋チャレンジの実施に対しては、学
校や保護者からも理解を得ることができ、何よりも参加した生徒から「普段体験できないも
のだったので、楽しかった。」との感想をもらった。

学校部活動においても少子化の影響から、年々数や規模が縮小傾向になる中で、今
回の＋チャレンジのような機会が提供できることは、有効な事業であると感じた。

特に文化部活動は、休日の活動が少なく、休日に実施されるいろいろな活動の場があ
ることは、生徒本人の適性を見極めるうえで、生徒にとっても保護者にとっても有用な機会
であると思う。

協議会（スポネットかくだ 部活動チーム）において、令和5年3月までの間に7回の協議・検討を実
施し、「角田市における部活動の地域移行推進基本計画」を策定。

文化部活動で休日に活動している部活動は「吹奏楽部」のみであり、学校との調整の結果、来年
度以降の地域移行を検討することとなったことから、今年度の文化部活動における実証事業において
は、基本計画に基づき「＋チャレンジ」を実施した。

事前のアンケート調査等で希望の多かった、3種目を選定し、短時間ではあるが全ての種目を体験
できるように準備した。

＋チャレンジ当日は、2種目（お菓子作り、木工（お茶は講師都合で中止））へ、角田中学校
1年・2年生計7名が参加し、講師の指示に従い、思い思いの作品を作った。

木工体験

お菓子作り体験

【成果報告書】 PDF版▶こちら QRコードはこちら▶
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秋田県No.3

Ⅰ. 県内の状況と課題

Ⅲ. 地域移行に向けた課題・今後の方針

Ⅱ. 取組内容と成果

【取組内容】
「文化部活動地域移行に係る連絡協議会」を２回開催した。
［参加者］
○委員：県関係部局（観光文化スポーツ部文化振興課、教

育庁生涯学習課、教育庁義務教育課）
関係団体（県吹奏楽連盟、県合唱連盟、県芸術
文化協会）

○実証事業拠点地域（大館市・大仙市、リモート参加）
○教育庁保健体育課（運動部活動に関する情報提供等）

【取組内容】
（1）県内市町村に対して、次年度の県の事業（令和６年

度文化部活動地域移行等推進事業）に関するオンライン
説明会を実施した。希望した16市町が参加した。

（2）運動部活動と合同で「秋田県中学校部活動地域移行
推進事業成果報告会」を開催した。全市町村に対し県内
で部活動地域移行に取り組む市町村の実践例について情
報共有する場を設けた。

本県では、少子化による学校数・生徒数の減少により、部活動数・部員数ともに減少が進んでい
る。特に中学校では、学校規模によって文化部活動の数に開きがあり、学校間で体験格差が生じて
いるほか、大会参加校数の減少や、学校単独での活動が困難な状況から合同チームによる大会参
加も見られる。

また､県内の中学校教員数は年々減少しており、部活動顧問の複数配置が困難なことや、吹奏
楽部や合唱部等は指導に高い専門性を求められることから担当できる顧問が限られるなど、部活動
指導の教職員への負担も課題となっている。また、文化芸術環境や体制整備の面で地域差も見られ
る。将来にわたり文化芸術に親しむことができる環境の整備という観点から､学校と地域の関係団体
との連携、学校の枠を超えた広域的な連携による取組を進めることが必要である。

【取組内容】
○連絡協議会において、例えば吹奏楽の楽器購入等について

は、合同部活動等の形態が広まった場合に受益者負担のみ
では持続可能な活動が困難であり、予算面の保障が不可欠
であることを確認した。具体的な検討には至っていない。

【課題】
○県内の主な文化部活動である吹奏楽部と合唱部について、指

導者等の人材派遣の体制づくりの支援の在り方を検討する。
○県の関係部局内で次年度以降の支援に関わる役割を整理する。

【方針】
○各市町村が地域の実情に合った地域連携・地域移行の在り方

を見極めつつ取組を進めていくことができるよう、実証事業の活用
等の環境を整えるとともに、連絡協議会を通じて情報共有しなが
ら、県としての支援の在り方を模索していく。

【成果】
○今後の県としての支援の在り方について検討する中で、それぞ

れの当事者意識を醸成し、連携・協働した体制づくりを進め
ることができた。また、次年度以降の各市町村に対する支援
体制整備のための共通認識をもつことができた。

○実証事業の拠点地域である２市による情報共有を通して、
県としての次年度以降の市町村に対する支援の在り方を具
体的に考えることができた。

【成果】
○（1）については、今年度実証事業に取り組んでいる２市の

取組状況や、次年度予定されている実証事業についても可
能な範囲で情報共有し、地域移行の取組について意識付け
を図ることができた。

○（2）については、県内の全市町村が参加して実証事業に
取り組んだ市の成果と課題を共有した。また、地域移行を進
める上での課題を基に設定した４つのテーマについて、参加者
がグループに分かれて協議を行い、課題についての解決策を
具体的に考える時間をもつことができた。

【成果】
○今年度の成果はまだないが、次年度以降も、実証事業に取

り組む市町村の実践例などを各市町村へ情報提供し、市町
村の取組を促していきたい。

県の取組
他部局との協力体制 ○

県内自治体への説明・周知 ○
教員等への理解促進

保護者・生徒への周知・説明

人材バンク設置

教育施設活用手段の整備

参加費用負担の検討

関係者への理解促進に関する取組関係団体・分野との連携強化に関する取組

参加費用負担の支援等に関する取組

【成果報告書】 PDF版▶こちら QRコードはこちら▶

https://chiikibunkaclub.jp/seikahoukoku/006.pdf
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秋田県大館市No.3-1

Ⅰ. 基本情報

Ⅲ. 成果

団体・組織等の連携

活動種別

吹奏楽

運営形態

地域移行・団体等運営型

・社会人吹奏楽団員で、指導に自
信がなくても、小規模校に出向き
生徒と一緒にパート練習をする「練
習協力者」を新たに設け、気軽に
事業に関われるようにしたことは、今
後新たな協力者や若手の指導者
育成につながるものと期待される。

・少子化による部員数の減少が顕著
であり、毎年、部活動を取り巻く環
境は変化していく。その時々の状況
に応じることのできる柔軟な仕組み、
体制が必要である。

・国県市の補助金、受益者負担、
賛助金、自主財源等、持続可能
な財源確保を検討する。

・社会人吹奏楽団の協力だけではな
く、保護者や企業などへ協力者・
団体を広げていく。

運営主体： 大館地区吹奏楽連盟
事業目標： ○学校規模に関わらず、吹奏楽の専門的な指導を受ける機会を保障し、生徒が

音楽を表現する楽しさを味わい、部活動に充実感をもつことができる。
○中学校における吹奏楽の指導、大会や行事の運営に関わる業務等、教職員の

休日部活動の負担軽減を図り、将来的に地域と連携した吹奏楽活動の持続
可能な体制を探る。

○吹奏楽指導が学校教育に限定されることなく、地域の社会教育として、生涯に
わたり吹奏楽に親しむ環境を広げ、市民と共に地域の音楽文化を醸成する。

活動場所

市内中学校（拠点校）音楽室等

鍵、校舎管理の工夫・現状

顧問１名が解錠する。
校舎管理・会場準備は地域移行支
援部が対応。

参加生徒の基本情報

人 数：中学１・２年生８４名
活動日：７～１月の随時
活動時間：午前または午後の３時

間以内

指導者の基本情報

専門講師：県内外の演奏家、
吹奏楽指導者等

地域指導者：市内吹奏楽指導者、
愛好家

見守り指導者：社会人吹奏楽団
練習協力者：社会人吹奏楽団

活動財源・自己調達財源

文化庁事業委託費
大館市 95.6万円
うち

大館地区吹奏楽連盟 69.9万円
参加費年額/人 100円/83人

Ⅱ. 活動概要・取組

○今年度初めて、顧問が引率や運営に関与せず地域移行支援部と地域の協力者で「地域合同型」の講習
会を開催した。顧問や生徒のニーズに応じた専門講師を依頼し１３のパートやグレード別に、より専門的な指
導を受けられたと生徒から好評だった。また、市内全中学校が同じ指導を受けることから、地域全体の演奏
力や意欲の向上にもつながっている。事務局や指導補助についても、概ねスムーズに運営できたと手応えを掴
むことができ、今後の地域合同型に向けての足がかりとなった。顧問からは引率しないと講習内容を把握で
きないとの不安の声はあったものの、地域による運営・事務については、業務負担軽減になったと高評価だっ
た。

○社会人吹奏楽団の協力を得て、専門講師の指導補助や講習会の運営に当たる「見守り指導者」の経験
者が３年間で２０人を超え、地域の指導者や部活動指導員の人材確保につながりつつある。また、専門
講師の指導補助をすることが指導法の研修を兼ねることから、指導者としての資質向上にもつながっている。

○顧問や地域、保護者の理解が進み、様々な試行に協力が得られた。事業を評価しながら、それぞれの立場
で何ができるかを明確にし、地域と学校が連携して、よりよいスタイルを確立していこうという意識が高まった。

Ⅳ．課題と今後の方針

１ 休日における教師以外の指導者による活動→生徒がより専門的な指導を継続して受けること
ができる体制の構築
（１）各校への講師派遣型・・・各校2回程度実施
（２）地域移行支援部の運営による地域合同型・・・２回（基礎合奏講座・楽器講習会）

２ 地域の見守り指導者・練習協力者の派遣→運営に関わりながら指導方法を学ぶ、生徒と一
緒に練習に参加するなど、将来的な地域指導者を育成
（１）地域の社会人吹奏楽団から見守り指導者を派遣し、指導補助、運営補助として加わる

ことで、休日の顧問の複数出勤から、出勤者を減らす体制へ
（２）見守り指導者が、専門講師の指導を参観することによって、中学生への指導方法を学ぶ

機会へ
（３）練習指導者を派遣し、少人数の中学校でもパート練習や合奏ができる体制を試行

３ 地域移行に向けた説明会・研修会、意見交換会→学校や顧問、関係団体の意識改革
（１）各社会人吹奏楽団へ地域移行についての説明と協力依頼
（２）中学校の顧問への説明、意見交換、生徒や保護者へのアンケート調査
（３）地区吹奏楽連盟において、地域移行に向けた研修会、関係者による意見聴取会

【成果報告書】 PDF版▶こちら QRコードはこちら▶

https://chiikibunkaclub.jp/seikahoukoku/008.pdf
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秋田県大仙市No.3-2

Ⅰ. 基本情報

Ⅳ．課題と今後の方針Ⅲ. 成果

団体・組織等の連携

活動種別

吹奏楽、合唱

運営形態

地域移行・市区町村運営型

＜課題＞
・部活動地域移行についての学校・保護者・地

域の理解促進
・運営組織のあり方

＜今後の方針＞
・運営組織の構築による地域クラブ活動の支援

体制整備
・地域クラブ活動設立のための「マニュアル」等の

作成と公開

＜今後の目標＞
・令和６年度の大会やコンクール期において休

日の地域移行・地域連携実現率３０％
・令和７年度の大会やコンクール期において休

日の地域移行・地域連携実現率６０％、
「運営組織」の設置

・令和８年度はじめにおいて休日の地域移行・
地域連携実現率１００％

運営主体： 大仙市教育委員会
事業目標： ・協議会の実施

・児童生徒・保護者、学校、地域の理解促進
・関係団体の実態把握
・休日に吹奏楽部の指導が可能な指導者３人以上の確保

活動場所

なし

鍵、校舎管理の工夫・現状

未使用

参加生徒の基本情報

なし

指導者の基本情報

なし

活動財源・自己調達財源

文化庁事業委託費 17万円
市予算
（コーディネーター賃金、通勤費等）

Ⅱ. 活動概要・取組

・協議会の実施による関係各所の連携強化
※協議会に広く各方面から招集したことで、様々な立場や視点からの意見交流ができた。また、それぞ

れの立場からの情報発信にも協力していただくことができた。

・協議会における中・長期的目標の設定
※「大仙市部活動地域移行ビジョン」を定め、周知した。学校には新入生説明会等の場面でそれを

基に保護者に情報発信していただいた。

・広範囲へのアンケート実施による情報発信と、ニーズや実状、課題の把握
※特に児童生徒・保護者対象のアンケートについては、「紙媒体での実施による情報発信の充実と回

収率の向上」「児童生徒用と保護者用を用紙の両面にすることによる家族内の意識共有」もねらっ
た。回答率は小中学校ともに７割を超え、情報発信に一定の効果があったものと思われる。

・平日・休日ともに吹奏楽部指導可能な指導者２名、平日・休日ともに合唱部指導可能な指導者
１名を確保

※令和６年度から部活動指導員として指導していただく。
※文化部活動の指導経験と校長としての勤務経験を併せもつコーディネーター配置の効果が、専門分

野への人脈と的確な交渉・判断等で発揮され、目標であった「休日に吹奏楽部の指導が可能な指
導者３人以上の確保」をほぼ達成する「平日・休日ともに吹奏楽部指導が可能な指導者２名と、
平日・休日ともに合唱部指導が可能な指導者１名を確保」という成果を上げることができた。

・大仙市部活動地域移行推進本部会議（３回）
・部活動地域移行検討委員会（４回）

・児童生徒・保護者アンケート：地域移行の認識、希望等調査（１０月）
・学校職員アンケート：地域移行後の参画意思等調査（１０月）
・学校（学校長）アンケート：各部活動の活動状況、地域移行の希望等調査（１０月）
・各種団体アンケート：地域移行の受け入れの可否、課題等調査（１０月）
・部活動指導者、地域指導者等ヒアリング：活動の状況、受け入れの可能性等（随時）

【成果報告書】 PDF版▶こちら QRコードはこちら▶

https://chiikibunkaclub.jp/seikahoukoku/007.pdf
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山形県No.4

Ⅰ. 県内の状況と課題

Ⅲ. 地域移行に向けた課題・今後の方針

Ⅱ. 取組内容と成果

【取組内容】
・部活動改革に関する市町村担当課長会議における事例紹介や意見

交換等
・部活動改革推進会議における関係団体等との協議及び連絡調整等
・部活動改革市町村コーディネーター情報交換会
・各地区（４地区）コーディネーター情報交換会

【取組内容】
・人材バンクの改修及び指導者情報の提供
・指導者情報の登録数増加に向けて、県内大学や関係団体に協力依頼

本県では、令和２年度に「運動部活動と地域等の連携の在り方に関する検討委員会」を設置し、令和４年
度から文化芸術担当課や社会教育担当課も加わり、地域移行に向けて検討を始めた。

令和５年度は各市町村の部活動改革が円滑に進められるよう、希望する市町村には総括コーディネーター（運
動部と兼ねる）を配置するなどして、各関係機関の連携強化と地域文化活動の環境整備を図った。

各市町村における現状等としては、学校の部活動をめぐる状況について、近年、持続可能性という面で厳しさを
増しており、生徒数の減少による地域間格差の拡大や、休日も含めた部活動の指導、大会の引率、運営への参
画など、教師にとって大きな業務負担となっていることなどがある。

県教育委員会では、令和３年度末に部活動改革のイメージ（リーフレット）の配布や各学校・関係団体に対
し、部活動改革に向けた取組み事項を示している。しかし、その取り組み状況は市町村において差があり、その主
な要因として、「具体的なイメージがわかない」、「財源の確保」、「保護者の負担増」、「指導者の確保」、「広域的
に考慮する必要がある」といったことが挙げられた。

【取組内容】
・部活動改革に関する市町村担当課長会議及び部活動改革推進

会議における事例紹介や意見交換等

【課題】
・広域的な連携
・学校施設、スクールバスの活用
・指導者の人材確保と資質向上
・持続可能なクラブ経営のための体制整備
・家庭の経済的負担
・大会参加の在り方

【今後の方向性】
「令和８年度以降、部活動は平日のみとし、休日は、希望する生徒は地域
クラブ活動として活動する環境を整えることを目指す」
・「山形県における学校部活動及び新たな地域クラブ活動の在り方に関する
方針」の策定

・広域調整のためのコーディネーター活用
・ハラスメント防止や安全管理等の内容を踏まえた指導者研修会の開催検

討
・市町村における部活動改革への支援
・「新リーダーバンクやまがた」の周知による指導者、団体のマッチング増加

【成果】
・実証事業を実施することが初年度であったため、当初計画していたより

も多く会議を設定し、市町村との共通理解をなるべく図ることができる
ようにしながら、事業を進めることができた。

・年度当初に市町村の担当課長会議を開催し、具体的な見通しをもっ
て、先行している市町村が事例等を発信することで、他市町村が見通
しをもつヒントになった。

・年度途中には県全体と各地区（４地区）でのコーディネーター情報交
換会を開催し、コーディネータ同士が情報共有や意見交換を行い、それ
ぞれの成果や課題について確認することができた。

【成果】
・これまで運動部（スポーツ）で活用してきた人材バンクを改修し、文化芸

術に関しても登録できるようにするとともに、指導者と団体とのマッチングに
ついても機能を充実させることで、指導者の質と量の確保ができるように
なった。現在試行期間中であり、令和６年度に本格始動となる。

・部活動改革推進会議において、芸術文化関係者から県内の芸術文化
活動団体について意見をもらった。部活動の任意加入を進めることにより、
小学校まで行ってきた芸術文化活動が中学校でも継続できるようになるこ
とや、吹奏楽がもつ特有の課題について確認することができた。

【成果】
・年度当初に行った市町村担当課長会議では、参加費用負担に関す

る見通し等について情報交換することができ、さらに部活動改革推進
会議では、取組みが進んでいる市のコーディネーターから事例を発表して
もらったことで、具体的な成果や課題が見えてきた。

・参加費用負担に関しても、まずは部活動改革の考え方や地域クラブ活
動と部活動の違いを学校や生徒、保護者や地域に十分に説明し、理
解してもらうことが一番である。本県では運動・スポーツが先行して地域
移行に取り組んでいるが、数年間取り組んでいるにも関わらず、その考
え方の浸透が不十分であることを認識した。部活動を地域に移行する
という部分のみならず、地域のスポーツ・文化芸術活動をどのように整備
していくかという考え方が大切になる。

県の取組
他部局との協力体制 ◎

県内自治体への説明・周知 ◎
教員等への理解促進 〇
保護者・生徒への周知・説明 〇

人材バンク設置 〇

教育施設活用手段の整備 △

参加費用負担の検討 △

指導者の質の保障・量の確保に関する取組関係者との連絡調整・関係団体との連携強化に
関する取組

参加費用負担の支援等に関する取組

【成果報告書】 PDF版▶こちら QRコードはこちら▶

https://chiikibunkaclub.jp/seikahoukoku/010.pdf
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山形県山形市No.4-1

Ⅰ. 基本情報

Ⅳ．課題と今後の方針Ⅲ. 成果

団体・組織等の連携

活動種別

吹奏楽、写真、茶道

運営形態

地域移行・市区町村運営型

受け皿となる団体は、専門性の高い指導のみならず、教育的視点での指導も心がけ、中学生が
地域の文化芸術に触れ、楽しみ、そして学べる環境を作ることができた。

（例）・吹奏楽に参加した大学生の指導者には、教育学部の学生や部活動の地域移行について
理解のある学生を起用

・高校の茶道部で指導している方を交えて、参加した全流派で指導内容やカリキュラムを統一
・写真では実地の撮影対象に地域の名所などを採用し、自分たちのまちの魅力の再認識を促

すプログラムを実施

・活動場所への生徒の送迎：事業の実施場
所や時期、曜日を検討するとともに、公共交通
機関等の利用を検討する必要がある。
・活動場所の継続的な確保：土日はホールな
どは予約で埋まっており、早い段階から活動場
所を予約しておく必要がある。
・継続した必要経費の財源の確保：講師の謝
金等や活動場所代が発生するため、財源の確
保が必要となる。
・学校や顧問との連携：学校の部活動の活動
状況の把握と地域移行・地域連携について情
報を共有する必要がある。
・事業の実施時期やスケジュール：多くの生徒
の参加を促すため、実施時期（夏・冬休みな
ど）や実施回数も検討する必要がある。

運営主体： 山形市（文化芸術団体、大学、民間事業者と連携）

事業目標： 部活動の枠を超えて、中学生が、「ユネスコ創造都市ネットワーク」に加盟している
本市の多彩な文化芸術に触れることができる機会を創出するとともに、世代を超え
て一緒に活動する中で、地域で子どもを育んでいくとともに、新たな価値を創造し、
地域の文化芸術活動を持続可能なものにする。

活動場所

山形大学、市役所会議室、市の公
の施設など

鍵、校舎管理の工夫・現状

【吹奏楽】山形大学吹奏楽団の練
習時間に活動することで大学の利用
対応は大学生が担当

参加生徒の基本情報

人 数：8校以上23名
(3事業合計)

活動日：土日(日数：1日～５日)
活動時間：1時間～2.5時間

指導者の基本情報

山形大学吹奏楽団員、
プロカメラマン、
民間事業者
山形県写真連盟、山形茶道宝紅
会に所属の文化人など

活動財源・自己調達財源

文化庁事業委託費 85万円
参加費年額
茶道：1,500円／人（全3回分）

Ⅱ. 活動概要・取組

部活動の種類は学校ごとに違いがあり、選択肢が限られる。今回、地域で活動している方や団体と
市が連携したことにより、従来の部活動にはない活動を選択肢として提供でき、興味を持った生徒たち
が文化活動を体験する機会となり、生徒の活動の幅を広げることができた。また、生徒が地域の人と
一緒に活動することで社会性を学ぶ機会にもなった。加えて、これまでの部活動のように各校に担当教
員を設けずに実施できたことから、教職員の負担軽減につながる取組を実施できた。

山形大学吹奏楽団員の指導のもと、各パート（トランペット、クラリネット）ごとの練習や楽団との合同練習・
発表会を実施。中学生の指導には、教育学部の学生や部活動の地域移行について理解のある学生を起用
したことで、未経験者の生徒も活動しやすい環境を作ることができた。

デジタルカメラとスマートフォンの写真講座を合わせて実施。山形県写真連盟とプロカメラマンから、撮影方法
やテーマなどを学び、中心市街地で実地体験。終了後には、生徒の撮影した写真について講師が講評を行
い、表現することの大切さや地域の魅力等を再発見する機会を創出した。

山形市で活動する茶道の各流派で組織している「山形茶道宝紅会」の指導のもと、実際に茶会を開催して
いる施設で全３回の茶道講座を実施した。普段の生活では体験することができない伝統文化に触れる機会
になるとともに、「和敬清寂」に代表される相手を思う心得や作法を学んだ。

民間
事業者

文化芸術
団体

山形市

大学

連携

連携

連携

連携連携

中学校

中学校

中学校

…

市内
全中学校対象

参
加

地域移行

吹
奏
楽

写
真

茶
道

指
導
・
運
営

吹奏楽

写 真

茶 道

指導上の工夫
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山形県小国町No.4-2

Ⅰ. 基本情報

Ⅳ．課題と今後の方針Ⅲ. 成果

団体・組織等の連携

活動種別

吹奏楽
運営形態

地域移行
＜地域スポーツ団体型等運営＞

吹奏楽の活動は、指導者の影
響が大きいことから大会前の指導や
引率については、休日の活動であっ
ても区別している。継続的な指導を
行ってくための活動体制についての
検討が必要である。

地域の文化活動団体は高齢化
が進んでおり、部活動の地域移行
を推進していくうえで選択出来る活
動のひろがりは難しいと思われる。
文化芸術に親しめる環境づくりは生
涯学習を推進していくうえでも重要
なポイントであることから、多様な放
課後活動を選択できるよう地域理
解を得ていく取組が必要である。

運営主体： 小国町 （委託先）特定非営利活動法人 おぐにスポーツクラブYui

事業目標： ○ 持続可能な指導体制の構築を目指すとともに、生涯学習におけ
る活動の地域化の方向性を探る。

○ 教員の働き方改革を図るとともに、生徒が安心安全に活動できる
環境づくりと体制づくりを進める。 活動場所

小国町立小国中学校
（音楽室、体育館等）

鍵、校舎管理の工夫・現状

社会解放玄関（体育館入り
口）からの出入りとし、学校管
理をするうえで施錠が必要な箇
所については、学校と調整のうえ
合い鍵をクラブで保管する体制
を整えた。

参加生徒の基本情報

人 数：小国中学校13名
活 動 日 ：月２～３回程度
活動時間：３時間

指導者の基本情報

地域の吹奏楽経験者
指導者６名、1,000 円/時間

活動財源・自己調達財源

文化庁事業委託費 ９０万円
自治体予算 １０万円

Ⅱ. 活動概要・取組

【生徒】
地域のとのつながりの中で得られる体験から多くを学び、成長する姿が

あった。地域の指導者から教えていただいたことで、生徒は、卒業後もライフ
スタイルに応じたスポーツ・文化芸術活動への参画を希望している。レベル
アップを目指す生徒は、専門的知見を持った指導者のもと、個々の資質
や能力をより高める活動ができた。

【学校】
教員が担ってきた休日における指導時間の減となり、働き方改革にも繋

げることができた。顧問と一緒に指導したり、個別最適な指導について情
報交換したりすることで、教職員の資質・向上を図ることができた。

【スポーツクラブ】
地元高校生の放課後活動（吹奏楽）の受け入れ実績があり、指導

者の確保や活動の手法、生徒指導においても問題なく事業をすすめること
ができた。また、昨年から運動部の地域移行実証事業への取り組みにより
学校理解も進んでおり、顧問と指導者の引き継や活動場所の提供など
学校開放への協力をいただき、指導者との信頼関係を築くことができた。

・ 小国中学校を拠点校とし、吹奏楽部を対象に事業を行った。委託先のおぐにスポー
ツクラブYuiにコーディネーターを配置した。

・ 地域の吹奏楽経験者に指導を依頼。
・ 指導者派遣期間は、１０月上旬～２月下旬までの２０週。
・ 月２～３回程度、休日の指導を実施。
・ １日あたりの活動時間は３時間以内。
・ コンクール直前には、指導者の派遣回数を増やすなど、活動状況に応じて柔軟に対

応。

活動の写真

【成果報告書】 PDF版▶こちら QRコードはこちら▶
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福島県No.5

Ⅰ. 県内の状況と課題

Ⅲ. 地域移行に向けた課題・今後の方針

Ⅱ. 取組内容と成果

【取組内容】
運動部活動主管課主催による「部活動の地域移行に関する情報交

換会」の場において、本県及びモデル地区における事業計画について、参
加した市町村担当者等へ説明を行った。モデル地区での計画を参考とし
ながら各市町村での進捗状況について話し合うとともに、各々の市町村
が有する資源や人材を活用して、どう地域移行に取り組んでいくのかにつ
いて協議する場を設けた。

【取組内容】
運動部活動主管課と同一歩調で 「 部活動の地域移行に向けた実証

事業 」 に取り組むとともに、文化関係部署である文化振興課、社会教育
課と連携しながら事業を進めた。年2回「部活動の地域移行に関する協議
会」を開催し、県小中高等学校長会長、県高等学校文化連盟会長をは
じめとした関係者に対して、本事業の進捗状況及び地域の文化活動実施
団体へのヒアリング内容について説明した。 また、参加者による協議の場を
設けた。

【県内の部活動の状況】
本県における文化部活動の中において、音楽部（吹奏楽部、管弦楽部、合唱部等）の活動が盛んであり、

大会前等、休日も活動に取り組む部活動が多くみられる。文化部における部活動指導員については、令和4年
度６校に７名、今年度９校に9名を配置しており、教職員の負担軽減につながっている。

【地域移行に向けた課題】
休日における文化部の活動の中心は、未だ学校が中心となっている。部活動は学校において教員が行うものと

する意識が強く、地域の受け皿や人材等の整備も充分に行われていない。そのため、教職員の働き方改革として
の部活動改革、持続可能な文化部活動の仕組み作りにおける機運の醸成が大きな課題である。

【取組内容】

特に行っていない。

令和6年2月に開催された「部活動の地域移行協議会」において以下のよ
うな意見が出された。

◆ 学校が活動場所となる場合、鍵の施錠等教員の負担軽減はなされ
るのか。

◆ 休日まで、生徒はやりたいと思っているのか。
◆ ＧＩＧＡスクール構想の実現においては、一人一台端末の予算が

付き、コロナ禍も相まって一気に広がった。本事業は、課題も多く地域
の実態も様々で各市町村の自助努力に寄るところが大きいことから実
現が難しく、劣等感を感じる自治体もある。

これらの課題について、モデル事業を行っている市町村の具体例や地域の
実施団体による事例を紹介することができるよう、関係各課と連携し、以下
の内容について取り組むことができるよう計画を立てている。

① 地域の実施団体によける取組状況のヒアリング
② 広域的に指導を行うことができる指導者等の人材バンク
③ モデル地区の拡大による好事例の紹介

【成果】
本事業については初年度の取り組みとなるため、モデル地区における

計画について関心をもってもらうことができた。また、地域の実施団体がな
い、人材がいない等課題を抱える地域や、単独での地域移行が難しい
小規模な自治体においては、近隣の市町村との連携の必要性や、広域
的な支援を必要としていることなどの意見があがり、事業を進める上での
参考となった。

【成果】
県内の文化部活動に所属する生徒数及び推進計画、協議会の設置状

況について紹介し、「吹奏楽、合唱、美術工芸」等に所属する生徒が多いこ
と、全国の進捗状況との比較などの資料を提示することで、参加者の理解
増進につなげた。また、モデル地区についての好事例を紹介することにより、
具体的な進め方や課題を共有することができた。

文化関係部署における会議においては、次年度も義務教育課が主管課
となり、それぞれの課における事業との関連、実施可能な取組を想定し、連
携しながら進めることができるようを見通しを立てた。

県の取組
他部局との協力体制 ◎

県内自治体への説明・周知 ○
教員等への理解促進 －
保護者・生徒への周知・説明 －

人材バンク設置 －

教育施設活用手段の整備 －

参加費用負担の検討 －

関係団体・分野との連携強化に関する取組関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・
実施主体の整備

参加費用負担の支援等に関する取組

【成果報告書】 PDF版▶こちら QRコードはこちら▶
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福島県石川町No.5-1

Ⅰ. 基本情報

Ⅳ．課題と今後の方針Ⅲ. 成果

団体・組織等の連携

活動種別

管弦楽

運営形態

地域移行：市区町村運営型

地域の協力が必要となる事業であることから、今後の方向性や持続可能な活動方法な
どを示す必要がある。令和５年度実施したことで分かった課題等に対して、協議・検討し、
負担のない部活動の地域移行を進めていく必要があると考える。

１）顧問の負担を軽減するため、学校外
を活動場所とした場合、楽器の搬送や管
理方法、施設費用経費など、地域の文
化芸術団体や参加している生徒、その保
護者への負担を軽減する方法も考える必
要がある。

２）外部指導者の継続した確保が図ら
れる仕組みや体制づくりが必要である。

３）関係機関の調整を行うコーディネー
ター役の人材を確保することは、円滑な活
動につながると思われるが費用の負担が
生じる。

活動場所

学校

鍵、校舎管理の工夫・現状

顧問が管理者

参加生徒の基本情報

人 数：１８名
活動日：月２回 土曜日
活動時間：３時間

指導者の基本情報

地域文化芸術団体団員

活動財源・自己調達財源

文化庁事業委託費 ６３万円

Ⅱ. 活動概要・取組

休日の部活動に地域団体から指導者を派遣した。
専門的な知識・技術を有する外部指導者による指導により、生徒の技術や意欲の向上

が図られた。また、広く地域の人たちと交流することで、地域交流や世代間交流の場にも
なった。

地域文化芸術団体と連携を強化し、休日の部活動の活動日程や関係機関等との連絡調整、
指導者派遣等の役割を担う調整役を確保した。

関係機関の役割分担を明確化することで連携が図れ、情報共有ができ、共通した指導内容で指
導することができた。

運営主体：石川町

事業目標：地域の文化芸術団体から知識と技術を有する指導者を派遣し、生徒の技術及び意欲
の向上を図るとともに、顧問教員の負担軽減を図るため

町教育委員会
教育課

町立中学校（管弦楽）

地域文化芸術団体

指導者派遣

地域移行支援

連携

地域クラブ活動（休日）
活動参加

【成果報告書】 PDF版▶こちら QRコードはこちら▶
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福島県喜多方市No.5-2

Ⅰ. 基本情報

Ⅳ．課題と今後の方針Ⅲ. 成果

団体・組織等の連携

活動種別

美術

運営形態

地域移行・団体等運営型

令和４年、５年の２年間で３種の実施形態を実証した。文化部がスポーツ部や吹奏楽部とは違
う性質を持っていることが分かった。そのため、「部活動」を全部同じように扱うことは難しいと推察する。
その点において、２年間の実務経験は次年度以降に活用できるだろう。

その一方で、市の教育行政を超え、地域・市民の参加が必須になる事業であるため、どのような方
針で地域移行していくのかを示す必要がある。次年度は各部活動の特質の検討及び部活動地域移
行がどのような方向を目指すのかというビジョンの２本立てで組み立てていく必要があると考える。

１）文化部部員は芸術活動をしたい生徒、居
場所としたい生徒、障がいを持った生徒の３つ
の層に分かれていることが多い。各部員のニーズ
を細かくしていくことが大切かもしれない。

２）「居場所」の機能拡大を図る時には、在来
の福祉団体等と連携する可能性がある。

３）移行期には、教員にも負担があることは避
けられない。その所在を熱意のある個人に託す
だけでなく、組織としての仕組みも必要となる。

４）外部の人材を活用するためには費用がか
かる。民間のビジネスと、公的施設の活用を組
み合わせ、民間は稼げるビジネスを作り上げると
ともに、行政は施設使用経費を減らすなど、実
現性を持たせながら、参加費用を低くする知恵
が必要となるだろう。

運営主体： 学びファシリテーション
事業目標： 複数の学校が集まっての合同部活動および、学校外での部活動を実施し、運営状

況及び生徒たちの反応を観察する。文化部の地域移行において、多様な運営形
式の実証を行う。

活動場所

①学校及び②公民館

鍵、校舎管理の工夫・現状

学校での実施時は、文化部顧問が
校舎管理者となった。

参加生徒の基本情報

人 数： ①７名 ②２名
活動日：①休日２時間
②毎週木曜日1.5時間

指導者の基本情報

事業主

活動財源・自己調達財源

文化庁事業委託費 39万円
参加費 500円/人/回

Ⅱ. 活動概要・取組

前年度は、通常の部活動に外部から講師を派遣するだけの事業を行った。これについては、市民講
師のコーディネート及び講座内容の検討方法を理解した。
今年度は、①複数学校での合同での開催にしたが、参加校は１校からの生徒のみとなった。学校によ
り温度差があり、学校それぞれの熱量の差が見えた。今後進めるためには、教育委員会などの上部組
織による仕組みが必要であると分析した。各校または各顧問の個別対応では、継続的な活動は難しく
なる。

②公民館での実施では、参加生徒が固定され、参加数も２名に留まった。①での参加数や条件を
見ると、有料が参加の大きな障壁となったとは考えにくい。募集は、近隣中学校及び公民館、SNSの
みだったが、市内全中学校に募集を図るなど、拡大した方がよい。

中学校の部活動の地域移行に向けた実証事業として、２つの形式で活動を計画・実施した。
①複数校が合同で部活動を実施
②学校の敷地外での部活動を実施

①に関しては全５回の休日における部活動とし、３つの中学校の文化系部活動の部員の参加を募った。
②に関しては、公民館を会場とし、近隣の中学校に募集の協力を仰ぎ、平日の放課後を実施時間とした。また、
参加費を1回500円とし、有料時に参加機会を阻害するのか確認した。

講座の内容については、①を書籍の帯作りとした。②を動画制作とした。

【成果報告書】 PDF版▶こちら QRコードはこちら▶

https://chiikibunkaclub.jp/seikahoukoku/013.pdf
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茨城県No.6

Ⅰ. 県内の状況と課題

Ⅲ. 地域移行に向けた課題・今後の方針

Ⅱ. 取組内容と成果

【取組内容】
・保健体育課と連携し「地域クラブ活動人材バンク」を設置し、市町村
教育委員会に通知するとともに、県内文化施設にチラシを配付した。

・生活文化課と連携し「いばらき文化振興財団」登録アーティストに人材
バンクの登録を呼びかけた。

・生涯学習課と連携し「いばらきの生涯学習」（生涯学習情報提供シ
ステム）登録者に人材バンクへの登録を呼びかけた。

【取組内容】
・部活動の地域移行に関する説明動画を作成し、URLを市町村教育委
員会に送付した。

・文化部活動の地域移行に向けた協議会を実施した。（オンラインと参集
によるハイブリッド開催）実証事業市町村の報告のほか、「市町村におけ

る枠組み作り」というテーマでパネルディスカッションを実施した。パネラーには、
トランペット奏者、茨城県近代美術館学芸員、小学校地域金管クラブ代
表者、先進市町村指導主事などを招いた。

本県では、令和４年度にモデル事業に取り組んでいる。その中で、運営団体・実施主体の明確化、活動場所
の確保、指導者と学校との連絡体制等が課題となっている。

持続可能な活動となるよう、県と市町村が連携し、人材バンクの設置や各団体、市町村との調整、停滞してい
る市町村への取組に対する助言等を行いながら、地域移行を進めていく。

○文化部活動数 533部
吹奏楽 218 美術 146 自然科学 29 パソコン 27 合唱 ８ その他 105

○休日も活動している文化部活動数 262部
吹奏楽 205       美術 34         自然科学 6       パソコン 1       合唱 5 その他 11

※令和５年度 文化部活動地域移行 実証事業３市町村 その他２市町

【取組内容】
・文化部活動の地域移行に向けた協議会において、市町村施設の利用
有休楽器の使用など、参加費用が個人に大きくかからない事例を共有
した。

・「参加費用負担の支援に関する取組」について、保護者負担経費の市
町村への調査を実施（保険、会場ホールの借用、楽器運搬、楽器修
繕等含む）調査を行った。（44市町村電話での聞き取り）

<課題>
・活動場所、楽器の確保及び運搬
・指導者の属性についての整理
＜今後の方針＞
○ 茨城県地域クラブ活動ガイドラインに基づいて、地域の実情等に応じ、

部活動地域移行の可能な限り早期の実現を目指す。
○ 部活動指導員を充実させたり、地域移行の事業を進めたりしながら、

児童生徒の文化的活動を時間内で充実させていく。
○ 一部の教員や保護者の中には、これまでどおりの活動を望む声があるが、

これまでどおりの活動は持続可能なものでないこと、学習指導要領に定め
られている部活動はあくまでも生徒の自主的な活動であること、他県でも
国の意向を踏まえてすすめていることなどを踏まえ、丁寧に説明をしていく。

【成果】
・音楽だけではなく、美術、パッチワークなど
多様な文化活動の指導者の登録があった。

・登録指導者を依頼する市町村があり、
実際の運用の見通しをもつことができた。

・登録を呼びかける上で、生活文化課や生
涯学習課と連携することで他部局との協
力体制の足掛かりとすることができた。

【成果】
・各市町村においては、教育委員会の担当者だけではなく、一部市民会館
担当者や各市町村の協議会委員などにも参加できるようにすることで、関
係者との連携を深めることができた。

・民間業者の委託の事例、小学校の地域の方による金管クラブ運営の事
例など、中学校の地域移行に参考になる事例を共有できた。

・本協議会には、主管課である義務教育課だけでなく、生活文化課、生涯
学習課、文化課に参加を依頼し、それぞれの専門性を生かすことができた。

【成果】
・市町村の施設、現在の部活動の枠組み、有休楽器など「すでにあるも

の」を利用することで、参加費用負担が大きくならないようにする事例を
共有することができた。

・「参加費用負担の支援に関する取組」について、保護者負担経費の市
町村への調査においても、将来的には受益者負担としつつ、移行期と
なる現段階では、月あたり1,000円～2,000円程度の負担としている
現状が明らかになった。

県の取組
他部局との協力体制 ○

県内自治体への説明・周知 ○
教員等への理解促進 ○
保護者・生徒への周知・説明 ー

人材バンク設置 ◎

教育施設活用手段の整備 △

参加費用負担の検討 △

関係者との連絡調整に関する取組指導者の量の確保に関する取組

参加費用負担の支援等に関する取組

【成果報告書】 PDF版▶こちら QRコードはこちら▶

https://chiikibunkaclub.jp/seikahoukoku/015.pdf
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茨城県茨城町No.6-1

Ⅰ. 基本情報

Ⅳ．課題と今後の方針Ⅲ. 成果

団体・組織等の連携

活動種別

吹奏楽

組織図・スキーム図等

運営形態

・地域移行 ・市町村運営型

・コーディネーターに顧問と一緒に指導していただ
いているが、コーディネーター単独で指導できる体
制づくりが課題である。また、コーディネーターと共
に指導していただく、人材の確保が必要である。
Ｒ６年度

・人材バンク（指導者継続） → 月１回
前期：各中学 後期（夏休み後）：中

学合同希望者による練習会
・２月 → 練習生による発表会
・R7 新しい文化的施設の活用

運営主体：
事業目標：

活動場所

町内中学校音楽室

鍵、校舎管理の工夫・現状

部活動で対応

参加生徒の基本情報

人 数：明光中２５名
青葉中３０名

活動日：月１回
活動時間：各３時間

指導者の基本情報

東京芸大非常勤講師１名

活動財源・自己調達財源

文化庁事業委託費 ８万円
参加費年額/人 なし

Ⅱ. 活動概要・取組

・顧問の意識改革 → 複数の指導者と連携した部活動指導について意識が高まった。
・複数の指導者のよる指導の有効性 → 顧問の指導では不十分であったことが、コーディネーターの
アドバイスにより、生徒の理解が深まる場面が見られた。

○指導者の確保
・県人材バンク → 候補３名 → 地域移行検討会議事務局による活動の設定 → 活動の打診

→ 回答１名 → 事務局との面接 → 採用
・採用に当たり重要視：部活動顧問と連携できる人間性 生徒とのかかわりがもてる人間的魅力

○部活動顧問とコーディネーターの連携
・部活動顧問からの聞き取り
・部活動地域移行検討会議によるコーディネーターの活用と活動についての意見交換と方向性の共通理解

○活動に当たっての工夫
・顧問とコーディネーターが、連絡を取り合い、情報の共有をしている。また、お互いにリスペクトし合って、連携を
図る意識をもち指導に当たっているので、効果的な指導が行われている。

茨城町教育委員会

コーディネーターに、各中学校の吹奏楽部の指導を部活動顧問とともに行うことで、本町
ではどのような地域移行が望ましいかを検討する。

【成果報告書】 PDF版▶こちら QRコードはこちら▶

https://chiikibunkaclub.jp/seikahoukoku/018.pdf
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茨城県石岡市No.6-2

Ⅰ. 基本情報

Ⅳ．課題と今後の方針

Ⅲ. 成果

団体・組織等の連携

活動種別

吹奏楽

運営形態

地域移行・市区町村運営型

Google Classroom等を活用した情報共有
・指導者、顧問、教育委員会担当者が、すぐに情報を共有することができるよう、Classroomを開設し
た。また、オンライン会議システムを使って、楽器や楽曲、実施方法等について、事前に打ち合わせを実
施した。
・生徒、指導者、顧問、教育委員会担当者によるClassroomも開設。生徒との連絡は、Classroom
上で行った。また、指導者からのアドバイスを載せたり、生徒同士がコンサートの実施に向けた打合せを
行ったりした。

・今回は、補助金を活用したモデル事業として、
保険代以外の負担を求めなかった。今後、持
続可能な活動を目指していく上で、受益者負
担の在り方は大きな課題の一つであると捉えて
いる。
・今回は、公民館の施設を利用させていただい
たが、他の活動における利用者も多い中、公民
館以外で継続的に活動拠点として使える施設
があることが望ましいと捉えている。
・今回の活動に、保護者による送迎ができない
ために参加できなかった生徒が一定数いる。生
徒の移動手段の確保についても検討し、希望す
る生徒が皆参加できるような体制づくりを模索
していく必要がある。
・令和6年度は、「石岡市中学生休日の文化
活動『吹奏楽の部』」の実施開封を増やし、規
模を拡大して実施する。
・推進協議会で課題の解決に向けた議論を重
ね、実証事業をとおして成果や課題を明らかに
することができるようにしていく。

運営主体： 石岡市教育委員会・茨城おとのわプロジェクト
事業目標： 休日の音楽活動を５回以上実施することを目指す。

休日の音楽活動へ、延べ50人以上の中学生が参加することを目指す。
意識調査を実施し、活動への満足度において、80％以上の回答を目指す。

活動場所

石岡市中央公民館

鍵、校舎管理の工夫・現状

無し

参加生徒の基本情報

人 数：３２人
活動日：土曜日、又は、日曜日に

合計６回
活動時間：10：00～13：00

指導者の基本情報

プロの音楽家
（茨城おとのわプロジェクト）

活動財源・自己調達財源

文化庁事業委託費
89 万円

Ⅱ. 活動概要・取組

・市内全ての中学校から、合計32人の生徒が参加。５回のワークショップ及びコンサートにおいて、延べ
人数で165人の生徒が参加した。
・成果発表の場として開催したコンサートでは、来場者数約140名に対して、石岡市の地域移行の取
組を紹介することができた。今後、市の広報誌でさらに情報を発信していく。
・保護者、及び、コンサートの来場者は、市内の吹奏楽部の中には、１０名未満の少人数で活動して
いる現状があることから、今回の実証事業のような行政として活動の場を設けていることに対して、肯定
的に捉えている。
・保護者、及び、コンサートの来場者は、生徒の取組の様子から、プロの音楽家による指導について、大
変肯定的に捉えている。

・「石岡市中学生休日の文化活動『吹奏楽の部』」として実施。
・市内５つの中学校へチラシを配布し、参加を希望する生徒を募集。
・地域在住、出身のプロの音楽家による５回のワークショップ及びコンサートを実施。
・コンサートは、保護者や地域住民等へ案内し、公民館の大講堂を利用して実施。

【成果報告書】 PDF版▶こちら QRコードはこちら▶

https://chiikibunkaclub.jp/seikahoukoku/017.pdf
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東海村吹奏楽団

茨城県東海村No.6-3

Ⅰ. 基本情報

Ⅳ．課題と今後の方針Ⅲ. 成果

団体・組織等の連携

活動種別

吹奏楽
運営形態

地域移行
〈地域文化芸術団体運営型〉

【成果】
・生徒が，専門的な指導を受けたり，演奏を聞いたりしたことで，吹奏楽に
対する興味・関心が高まった。
・生徒は，専門的な技術指導を受けたことで，自分の演奏技術を感じるとと
もに，部活動に対する楽しさや居心地の良さを感じることができた。
・地域指導員の指導を見ることで，顧問自身の研修につながった

【課題】
・校舎，音楽室の解錠，施錠のため，教員が

部活動の時間に学校にいる必要がある。
・学校外の活動時でも，学校から楽器を運ぶ

必要があるため，校舎の解錠，施錠に教員
が必要である。

・活動場所が複数になるため，顧問が2人で見
ることが必要である。

・すべてのパートに地域指導者が配置できず，
専門的な指導を受けられないパートがある。

【方針】
・年度当初に1年生の基本指導をしっかりと行う

ことで，高い技術力を身に着けさせる。
・東海村吹奏楽団以外の地域人材の確保

及び学校以外の練習場所についての検討を
行う。

運営主体： 東海村吹奏楽団
事業目標： ・指導教員の時間外勤務を１割削減

・生徒の技術指導を行う地域人材を月２～３回（全２４週）確保

活動場所

東海南中学校

鍵、校舎管理の工夫・現状

学校の顧問による管理

参加生徒の基本情報

人 数：東海南中学校 31人
活動日：土曜日または日曜日 3時間

火・水・金曜日 2時間

指導者の基本情報

属性，人数，謝金：
東海村吹奏楽団員，45名，
1,600/時間

活動財源・自己調達財源

部活動後援会費
村事業費
村人件費

Ⅱ. 活動概要・取組

〈生徒意識調査より〉

・東海村吹奏楽団に所属している団員を指導者と
して招き，技術指導をしていただいた。

・平日にも地域指導者に来ていただき，パートごとの
練習ができた。

・パート練習では，専門的な技術指導を，全体練
習では，指揮者の指示を実現するための具体的
な方法について生徒に寄り添いながらアドバイスを
いただいた。

県教育委員会

東海村教育委員会

東海村立東海南中学校
（事務局）

東海南中学校
吹奏楽部

指導者
運営委員会

0
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① 地域部活動で

得られたもの
② 技術の向上

格段に向上した

少しは上達した

③ 地域の方にどのくらい

教えてもらいたいか

ほぼ毎日

毎週の休日の練習

月に１～２回

・指導の進め方について，地域指導者と顧問とで，
話し合う機会を設けた。

【成果報告書】 PDF版▶こちら QRコードはこちら▶

https://chiikibunkaclub.jp/seikahoukoku/016.pdf
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栃木県No.7

Ⅰ. 県内の状況と課題

Ⅲ. 地域移行に向けた課題・今後の方針

Ⅱ. 取組内容と成果

【取組内容】
・県部活動指導員・地域クラブ活動指導者バンクを設置し、登録状況
を県ホームページに掲載することで、各市町や県立高等学校附属中学校、
運営団体等での活用を促している。
・登録には、県電子申請システムを利用し、指導者登録を希望する者の
手間を省いている。

【取組内容】
・県部活動改革検討委員会では、次の各分野の委員を委嘱し、協議や
意見の聴取等を行っている。
（委員構成）
有識者：大学関係者、県中学校長会長、地域クラブ代表、県中体連代
表、県中文連代表、県吹奏楽連盟代表、県ＰＴＡ連合会代表、県ス
ポーツ協会代表、県スポーツ少年団代表、県スポーツ推進委員協議会会
長、地域部活動推進事業拠点地区代表

・県内公立中学校の約70%が吹奏楽部を設置しており、そのうち約84％が休日に活動している。
・休日の吹奏楽部の指導は、ほぼ教員が行っている。
・各市町で今後想定している指導者は、教員の兼職兼業、退職教員、地域文化芸術活動の指導者等が90％
以上であるが、指導者確保の見込みは92％が不明、指導者確保にあたっての相談等の取組については76％が実
態無しと回答している。

【文化庁 文化部活動地域移行体制整備に関する実態状況調査より（令和４年12月実施）】

【取組内容】
・県部活動改革検討委員会において、検討を行った。
・部活動の地域移行に係るチラシを、関係機関や学校に配布し、保護
者の理解促進を図った。
・現在は、文化庁の委託事業費により、参加生徒の保険料等を支援し
ている。

【課題】
・文化部の地域移行については、現在、活動場所が学校であることが多いた
め、校舎の管理を含めた鍵の扱いが大きな課題となっている。
・本県では、吹奏楽部、合唱部、美術部等が休日に活動しているが、特に
吹奏楽部については、学校以外での活動を想定したときの楽器の運搬費が
高額であることから、活動の制限をせざるを得ない場合がある。
・受益者負担の観点から、今後、保護者の費用負担が想定されるが、これ
までの部活動に加えて新たな費用負担が発生する場合は、極力低廉な負
担にするための工夫が必要である。

【今後の方針】
・「とちぎ部活動移行プラン」の活動目標では、令和７(2025)年度までに、
全ての公立中学校の休日の部活動を１つ以上、地域クラブ活動にすること
を目指すこととしている。そのため、「栃木県学校部活動及び新たな地域クラ
ブ活動の在り方等に関する方針」に基づきながら、県立中学校及び県内市
町における部活動の地域移行に関する取組を支援していく。

【成果】
・教育委員会だけでなく、文化関係団体を所管する知事部局の担当課
と連携することで、幅広い分野に声かけをすることができ、多くの方から指
導者としての登録希望をいただいた。
・ 文化部に関する指導者として、令和６(2024)年１月25日までに25名
の登録があった。
（登録のあった主な種目）
吹奏楽、管弦楽、演劇、英語、茶道、華道、着付け、箏曲、美術、イラ
スト、デザイン、ピアノ、合唱 等

【成果】
・委員を委嘱した様々な分野の方から、部活動の地域移行に向けた方向
性や「栃木県学校部活動及び新たな地域クラブ活動の在り方等に関する
方針」策定に関する意見を聴取することができた。
・委員の所属する団体の研修会等に参加することで、部活動の地域移行に
向けた情報の共有を図ることができた。

【成果】
・部活動の地域移行については、県教育委員会で作成したチラシを学校
等に配布することで、学校職員を通して保護者への周知が進んできた。
・アンケートの結果等からは、参加費に対する関心も高まりつつあることが
分かったので、今後も関係機関と連携を図りながら、参加費負担の支
援等について検討するとともに、段階的な受益者負担について理解を促
していく。

県の取組
他部局との協力体制 ◎

県内自治体への説明・周知 ○
教員等への理解促進 ○
保護者・生徒への周知・説明 ○

人材バンク設置 ◎

教育施設活用手段の整備 △

参加費用負担の検討 △

関係団体・分野との連携強化に関する取組指導者の質の保証・量の確保に関する取組

参加費用負担の支援等に関する取組

【成果報告書】 PDF版▶こちら QRコードはこちら▶

https://chiikibunkaclub.jp/seikahoukoku/019.pdf
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栃木県佐野市No.7-1

Ⅰ. 基本情報

Ⅳ．課題と今後の方針

Ⅲ. 成果

団体・組織等の連携

活動種別

吹奏楽

運営形態

地域移行・団体等運営型

・市を挙げての取組
「部活動地域移行推進事業」を市の重点施策の一つとして位置づけし、教育委員会だけでなく、ス ポーツ推
進課、文化推進課等の市長部局とともに取り組むことにより、市民の理解や協力が得られ地域移行への機
運を高められている。

・部活地域移行推進コーディネーター（市会計年度職員で週5日勤務）の配置
配置によって、学校、運営団体、地域クラブ活動指導者との連絡調整や市内の関係団体との連携を深めるこ
とができ、実証事業が円滑に進み、本市としての部活動地域移行推進事業が大きく推進している。

・広報活動の充実
地域移行の必要性や実証事業の取組の様子がわかるリーフレットやアンケートの集計結果を市内の全保護者
にメール配信したり、ホームページに掲載したりすることにより、生徒や保護者の関心も高まっている。

・新たな課題へ対応
実証事業に取り組むことによって新たな課題がでてきたが、解決策を協議会で検討し実践した内容が今後、
市内全校に拡充していくための好材料となった。

・ 「部活動地域移行推進計画≪佐野モデル≫」策定
本市としての方針や取組内容を示したことで、生徒や保護者・地域の方に不安や誤解を招かないようにした。

・学校部活動と地域クラブ活動の併存
月の休日の2回程度の移行なので、

平日を含めると、活動の中心は学校
部活動にある。今後も、学校と運営団
体及び市教育委員会が連携し、持続
可能な体制の構築や環境の整備が必
要である。
・学校施設の管理、連絡調整等

教職員のアンケート結果から、活動
場所となる学校施設の管理や地域ク
ラブ指導者と連絡調整に負担を感じて
いる。今後、スマートロックや学校・保護
者・地域クラブ活動指導者をつなぐ通
信アプリ導入も検討する。
・運営体制の在り方と地域クラブ活動
指導者の確保

令和８年度に市内全校に拡充して
いくには、現在の運営体制では限界と
なる。そこで、運営団体と実施主体に
分けるなど、新たな運営体制の検討と
共に、教職員の兼職兼業も含めた地
域クラブ指導者の確保が必要である。
・運営費の確保

持続可能な地域クラブ活動にしてい
くために、運営費の一部を保護者に求
めることを検討していく。

運営主体： 特定非営利活動法人 たぬまアスレチッククラブ（総合型地域スポーツクラブ）
事業目標： ①生徒の意識調査 「次年度も休日の地域クラブ活動に参加したいと思いますか。」

目標：「とてもそう思う」・「まあま思う」70％以上
②保護者の意識調査 「次年度も休日の地域クラブ活動として実施してほしいですか。」

目標：「とてもそう思う」・「まあま思う」65％以上
③教職員の意識調査 「ご自身の負担軽減につながりましたか。」

目標：「非常に感じる」・「少しは感じる」85％以上
④「部活動地域移行推進計画≪佐野モデル≫」策定

活動場所

各学校（音楽室）

鍵、校舎管理の工夫・現状

吹奏楽部以外の運動部を含めて
部活動を学校部活動と地域クラブ
活動の２つのグループに分けて実施し、
学校部活動の教員が校舎の管理を
行う状況を整えた。

参加生徒の基本情報

人 数：田沼東中学校23名
あそ野学園22名

活動日：休日の2回/月
活動時間：3時間

指導者の基本情報

市内の楽器店員（2校とも担当）
謝金：1,500円/時間

活動財源・自己調達財源

事業委託費：71万円（決定額）

Ⅱ. 活動概要・取組

①生徒の意識調査 「次年度も休日の地域クラブ活動に参加したいと思いまか。」
目標：「とてもそう思う」・「まあま思う」70％以上 → 結果 71％（R4 59％）

②保護者の意識調査 「次年度も休日の地域クラブ活動として実施してほしいですか。」
目標：「とてもそう思う」・「まあま思う」65％以上 → 結果 69％（R4 59％）

③教職員の意識調査 「ご自身の負担軽減につながりましたか。」
目標：「非常に感じる」・「少しは感じる」85％以上 → 結果 73％（R4 83％）

④「部活動地域移行推進計画≪佐野モデル≫」策定 → 3月策定

・室伏スポーツ庁長官講演会の開催「部活動地域移行に関するテーマ」（6/21）
・部活動地域移行推進庁内検討委員会の開催（4/26、5/9、6/26、7/18、8/22、9/25）
・部活動地域移行推進協議会の開催（5/25、8/4、9/14）
・部活動地域移行推進事業研修会（5/11）
・地域クラブ活動指導者研修会（5/21）
・市内全生徒・保護者・教職員アンケート調査・集計（４月下旬）
・実証事業（2校）生徒・保護者・教職員・地域クラブ活動指導者アンケート調査・集計（12月）
・リーフレット発行（5月・7月・R6.1月）
・部活動地域移行推進計画≪佐野モデル≫策定（R6.3月）

【成果報告書】 PDF版▶こちら QRコードはこちら▶

https://chiikibunkaclub.jp/seikahoukoku/020.pdf
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群馬県No.8

Ⅰ. 県内の状況と課題

Ⅲ. 地域移行に向けた課題・今後の方針

Ⅱ. 取組内容と成果

【取組内容】
○県で実施している「地域クラブ活動体制整備検討委員会」やそのワー
キンググループ及び実務者会議に参加し、協議内容等について各教育
事務所や市町村の担当等に対して情報を提供した。
○地域移行に向けた実証事業の実践事例を、各市町村教育委員会
や関係部署あてデータ送付し周知する予定。

【取組内容】
文化振興担当部局との間で情報交換の機会を設け、文化振興部

局と関わりのある文化芸術団体についての情報や、文化振興部局が作
成した人材バンクについての情報を提供してもらうなど、必要な連携を
図った。

県内各市町村の取組状況や方針、各学校の部活動の様子は、実情に応じて様々である。このことを踏まえ、
各教育事務所や市町村の担当と相談し、どのような形態で地域移行を進めていくことができるかについて、随時検
討し、できるところから丁寧に進め、地域移行のモデルケースとなり得る取組を構築する。
※以下、本事業実施の自治体に関する具体的な状況
【邑楽町】 域内２中学校吹奏楽部はそれぞれ部員が9名、16名と規模が小さい。地域には町民吹奏楽団があ
り、町の公民館で活動をしている。休日の部活動を地域団体に移行し、希望する生徒が地域団体の所属員とし
て活動できるようにすることが望ましい。
【前橋市】 部員数の減少で各種コンクールや大会への参加が難しい学校がある。そのため、複数校合同での活
動を希望している学校もある。合同での活動が実践できるように、コーディネーターを配置し、地域の指導者と部活
動の顧問との間の連絡・調整を行うことが必要である。

【取組内容】市町村に対し、令和５年７月策定の「学校部活動の地域
連携及び地域クラブ活動への移行に向けた推進計画（令和５年度～
令和７年度）」を踏まえた適切な参加費用負担の在り方となるよう、
支援や助言を行った。
（推進計画より）（６） 会費の適切な設定と保護者等の負担軽減
○ 県は、市町村及び地域クラブ活動の運営団体・実施主体等が、生
徒や保護者、地域住民等の理解を得つつ、活動の維持・運営に必要な
範囲で、可能な限り低廉な会費を設定することができるよう支援・助言
を行う。
○ 県は、市町村及び地域クラブ活動の運営団体・実施主体が、地元
の企業等の協力を得て、企業等が有する施設の利用や寄附等の支援
を受けられる体制の整備や、家庭の参加費用の負担軽減に資する取組
等を推進する際、支援・助言を行う。

【基本方針】令和５年７月策定「学校部活動の地域連携及び地域クラブ
活動への移行に向けた推進計画（令和５年度～令和７年度）」に基づ
き、文化部活動の地域移行に向けた取組を進める。
【基本目標】令和７年度末までに、市町村や県内全ての公立中学校等で、
地域や学校の実状に応じ、学校部活動の地域連携・地域クラブ活動への
移行に取り組むことができる環境整備を進める。
【今後の方針】学校部活動の地域連携及び地域クラブ活動への移行が進
捗し、一層適正な運営が図られるよう、各市町村や関係各所と連携し、保
護者や地域からの理解と協力を得ながら、持続可能な文化芸術活動の充
実が図られるよう取組を進める。
○文化部活動の地域移行を推進するために、県内の市町村における文化
部の活動状況や、地域移行に向けた取組状況について把握し、地域の実
情に合った情報を提供する。
○文化部活動の地域移行等に向けた実証事業の実施主体となる市町村
の取組に対して適切な支援、助言をし、モデルケースを複数構築する。また、
実践事例を県内に周知する。

【成果】
○「地域クラブ活動体制整備検討委員会」やそのワーキンググループ内で、
運動部を含めた地域移行に関する検討を行い、運動部活動の地域移
行に向けた取組を参考に、文化部活動の地域移行に向けた取組の方
策を検討することができた。
【課題】
●実証事業を推進している市町村や当該事務所との間では情報提供
や情報交換をすることができたが、県内全域に対する情報提供等までに
は及ばなかった。

【成果】
○各市町村の文化振興担当部局の組織や文化芸術団体について、情報
を共有しながら状況を把握するなど、連携して協力体制を構築することがで
きた。
【課題】
●文化振興部局との連携をより一層図り、地域文化クラブ活動の受け皿
となりうる文化芸術団体を把握して働きかけたり、文化芸術団体の指導者
を地域文化クラブ活動の指導者として活用したりできるようにしていく。

県の取組
他部局との協力体制 ○

県内自治体への説明・周知 △
教員等への理解促進 △
保護者・生徒への周知・説明 △

人材バンク設置 ○

教育施設活用手段の整備 ー

参加費用負担の検討 ー

実施体制の構築に関する取組関係者との連絡調整に関する取組

参加費用負担の支援等に関する取組

【成果報告書】 PDF版▶こちら QRコードはこちら▶

https://chiikibunkaclub.jp/seikahoukoku/021.pdf
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群馬県前橋市No.8-1

Ⅰ. 基本情報

Ⅳ．課題と今後の方針Ⅲ. 成果

団体・組織等の連携

活動種別

吹奏楽

運営形態

地域連携・複数校

〇課題
・課題①楽器の管理、移動

現在、生徒が使用する楽器は部活動で使
用している市の備品である。部活動以外で楽器
を使用する場合の保険や管理場所について検
討が必要である。また、学校外で楽器を使用す
る場合の大型楽器の移動方法が課題である。
・課題②学校の施錠、施設管理

本実証事業では、学校の施錠、施設管理は
教員が行った。地域部活動になった場合に、鍵
やセキュリティの管理について課題である。
・課題③外部指導者の継続的な人材確保

学校や地域の事情を理解し、吹奏楽指導
経験もある人材の確保が求められる。
〇令和６年度以降の方針
・社会人・大学生・高校生・中学生がともに音
楽を楽しむ吹奏楽団体の創設、活動
・市内中学校吹奏楽部の合同部活動、外部
講師派遣
・地域で活動する合唱団による中学校合唱部
への指導

運営主体： 前橋市地域文化部活動推進協議会

事業目標： 生徒にとって望ましい部活動（吹奏楽部）と学校の働き方改革の実現に向けて、
合同部活動の実践研究を実施し、持続可能な部活動とその指導体制を構築する。

活動場所

・みずき中学校
・昌賢学園まえばしホール

鍵、校舎管理の工夫・現状

吹奏楽部顧問による管理

参加生徒の基本情報

人数：57人（みずき中学校20名、
第三中学校12名、鎌倉中学校25
名）
活動日：学校の実情に合わせて週
2回程度実施。
活動時間：平日2時間、休日3時
間

指導者の基本情報

外部指導者（教員OB）
謝金1,600円／時間

活動財源・自己調達財源

文化庁事業委託費 339,200円
中部地区アンサンブルコンテスト参加
費（1チーム5,000円、個人負担金
500円×参加人数分）

Ⅱ. 活動概要・取組

〇外部指導者について
・外部指導者として、前橋市で長年音楽主任および吹奏楽部顧問、中部地区吹奏楽連盟役員を
務めた方を招くことができた。学校ならではの事情を加味するとともに、吹奏楽部運営のノウハウを生か
して指導に当たっていただけた。顧問も生徒も安心して活動に取り組む姿が見られた。
〇生徒アンケートから
・生徒アンケートでは、事業全体に対して、「大人数で演奏できたことがよかった」「普段の部活動とは違
う中学生と交流することができてよかった」「ホールという空間で演奏したり、ほかの中学生の演奏を鑑賞
したりすることができてよかった」など、多くの肯定的な意見を得た。
・生徒アンケートでは、外部指導者の指導に対して、「より専門的な指導を受けられてよかった」「いつも
と違う先生に、違う観点で指導をいただけてよかった」など、多くの肯定的な意見を得た。
〇顧問の声から

顧問からは、「なかなか時間をかけられない基礎合奏を中心に、ベテランの外部指導者の指導を受
けられて生徒にとってもよかったし、自分自身の勉強にもなった」「曲を合奏する際に、外部指導者に指
揮法を指導してもらえたことがよかった」「生徒の移動には保護者に負担をかけてしまうが、月に一度程
度は合同の大人数で合奏することは意義があった」など、肯定的な意見を得た。
〇その他
・三者面談期間やテスト採点期間に、外部指導者に練習をお願いすることで、生徒の安全性や練習
効率が上がるとともに、顧問の負担軽減にもつながった。また、音楽経験のない教員が吹奏楽部顧問
を務める際にも、精神的負担を軽減することができると考える。
・本事業を通して、謝金支払いや練習会場の確保など、地域部活動の実施主体が完全に独立した
事業主となった時に必要な準備や問題点を明らかにすることができた。

・「前橋市地域文化部活動推進協議会」を組織し、実施計画立案、中間報告、アンケート内容の検討、アンケー
ト集計等を実施。（計４回実施）
・外部指導者（教員OB、吹奏楽指導者）を学校や、合同部活動に派遣。
・外部指導者は、平日および休日の吹奏楽部活動において、パート練習やアンサンブル練習、合奏練習を指導。
・月別派遣回数

９月 平日１回 休日１回
１０月 平日４回 休日１回
１１月 平日２回 休日１回
１２月 平日３回 休日２回
・１０月２１日（土）中間発表会（昌賢学園まえばしホール）
・１１月２６日（日）中部地区アンサンブルコンテスト（バイテック文化ホール）

【成果報告書】 PDF版▶こちら QRコードはこちら▶

https://chiikibunkaclub.jp/seikahoukoku/022.pdf
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群馬県邑楽郡邑楽町No.8-2

Ⅰ. 基本情報

Ⅳ．課題と今後の方針Ⅲ. 成果

団体・組織等の連携

活動種別

吹奏楽

運営形態

地域移行・市区町村運営型
地域連携・複数校

・大型の楽器を運ぶために保護者に負担をかけてしまったため、町内小学校に眠っている楽器を調査し、
使えるものをリストアップした。これらを中央公民館に置くことによって、来年度は一部の大型の楽器を
運ばずに済む予定。

・現状では、部活動と地域団体での活動が共
存しているため、生徒にとっては練習しなければ
ならない曲が大幅に増えてしまい、負担が大き
かった。また、部活動のコンクール前には学校で
の練習を減らすことが出来ず、顧問の指導日
数も減らせない部分があった。生徒にとっては
大会やコンクールへの参加が大きなモチベーショ
ンにつながるため、顧問や生徒負担の少ない大
会等への参加方法について探っていく必要があ
る。

・大型の楽器を活動場所まで運ぶために車を必
要とするため、保護者の負担が増えるとともに、
それを理由に参加できない生徒もいた。また、そ
れを解消するために小学校に眠っていた楽器を
利用しようと考えたが、修理等が必要な場合に
財源をどうするかが課題である。

・今後、この実証事業の成果と課題を受けて、
邑楽町としてできる地域移行の在り方を検討し、
運動・文化双方の部活動地域移行を進めてい
く。

活動場所

邑楽町中央公民館

鍵、校舎管理の工夫・現状

該当なし

参加生徒の基本情報

人 数：７人
活動日：毎月第２・第４日曜日
活動時間：9:30～11:30

指導者の基本情報

邑楽町民吹奏楽団 講師

活動財源・自己調達財源

文化庁事業委託費180,000円
スポーツ安全保険年額800円/人

Ⅱ. 活動概要・取組

・町の文化の発展という側面から見て、町民吹奏楽団への中学生の参加は大きな意義があった。
・地域の方との交流によって、楽器の吹き方のコツなど技術向上に結びついた。また、生徒に部活動と
は異なる気付きがあった。

・土日の練習（部活動）が基本隔週となったことにより、顧問の負担が減った。（２名の顧問中１
名は昨年度に比べ１０日間【時間にして３５時間程度】の勤務日数削減につながった。）

・発表の機会が増えたことで、演奏できる曲の種類が増えた。また、部員が減少している中、大人数で
演奏することの喜びが感じられた。

・町内２中学校吹奏楽部より希望者７名が、邑楽町民吹奏楽団に参加する形で活動をスタートした。
・１回の練習時間は２時間程度。最初は楽典の学習など、楽器の演奏時間が少なかったが、顧問と指導者の
連携により演奏重視の練習に切り替わった。

・主な練習内容は基礎合奏、曲合奏、個人練習、パート練習など。回数を重ねるにつれ、同じパートの楽団員と
生徒間のコミュニケーションが深まり、生徒一人一人に対する効果的な指導が行われるようになった。

・町民吹奏楽団としては３回の発表の機会（邑っ子フェス、文化祭、自主公演）があり、生徒は多くのお客様を
前にして堂々とした演奏を披露することが出来た。また、保護者からは演奏を見られる機会が増えたことに対して
肯定的な意見が見られた。

・年間を通した生徒の出席率は８７％であり、アンケートにおいて参加したすべての生徒が町民吹奏楽団での活
動を「よかった」と回答した。

運営主体：邑楽町教育委員会事務局

事業目標：①吹奏楽部顧問の業務の軽減
②専門的な指導による生徒の技術の向上及び部活動の充実

【成果報告書】 PDF版▶こちら QRコードはこちら▶

https://chiikibunkaclub.jp/seikahoukoku/023.pdf
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埼玉県No.9

Ⅰ. 県内の状況と課題

Ⅲ. 地域移行に向けた課題・今後の方針

Ⅱ. 取組内容と成果

【取組内容】
① シンポジウムの開催（年2回）

・大学教授によるコーディネーターを招き、ご参集の方々から意見を伺い、
「地域の実態に応じた地域クラブ活動」について話し合いを行った。

② ポスターの掲示、リーフレットの配布
・市町村及び市町村教育委員会、市町村立小中学校、市町村立
公共施設、県立公共施設、競技団体、スポーツ・文化団体等を対象
に配布した。

③ 市町村対象の相談窓口を設置
・市町村対象の相談窓口を設置し、各市町村による地域の実情に
応じた取組への必要な助言や支援を行う。

【取組内容】
・県教育委員会が設置する、教育局及び知事部局の関係部署、地域
スポーツ・文化団体、学校及び保護者等の関係者からなる協議
会を開催した。（年5回）

【現状・課題】
＜中学校の部活動の現状＞
進展する少子化⇒１部あたりの人数の減少

部活動設置数の減少
＜多様なニーズ＞
○既存の部活動にはない、様々な種目をやりたい
○楽しみたい
○技術や競技力を向上させたい
＜目指すゴール＞
‣ やりたい活動ができる！
‣ 自由で多様な休日の活動！

【取組内容】
・「埼玉県地域クラブ活動推進協議会」（年5回）「埼玉県地域クラブ
有識者会議」（年2回）にて方針等を検討している。
・経済的に困窮する家庭の生徒の地域クラブ活動への参加費用に対す
る支援等について国に要望する。

（課題①）
令和５年度に、文化部活動における実証事業を行った市町村は１市で

あり、文化部の実証事業の活用について各市町教育委員会へ働きかけてい
るが、運動部から試行したいと考える市町村が多い状況である。
（今後の方針）

県のホームページ内に「文化部活動」の内容を掲載しており、その中で引き
続き文化部活動の実証事業の成果や課題を周知していく。
（課題②）

各自治体とも、文化部の指導者の確保がむずかしい。
（今後の方針）
・人材バンクの設置

県教育委員会が設置予定の退職教師等を活用した、広域にわたる指導
者人材バンクを周知し、地域クラブ活動の運営団体・実施主体による指導
者の配置を支援していく予定である。
・大学等への周知活動を行う予定である。

【成果】
・シンポジウム後の参加者アンケートにより、「理解がすすんだ」「必要性を
感じた」という肯定的な回答が９割以上であった。
・自治体からの問い合わせが増え、推進協議会の設置や、実証事業の
参加を検討している自治体が増加傾向にある。

【成果】
・定期的・恒常的な享保共有・連絡調整を通して連携体制を構築すること
ができ、今後の県の環境整備について議論することができている。

【成果】
・費用負担への理解促進と地域クラブ活動の費用軽減のための支援に
関する取組を様々な立場から議論し、検討することができている。

県の取組
他部局との協力体制 ◎

県内自治体への説明・周知 ◎
教員等への理解促進 ○
保護者・生徒への周知・説明 ○

人材バンク設置 ○

教育施設活用手段の整備 －

参加費用負担の検討 －

関係者間の連携体制の構築等に関する取組関係者への理解促進に関する取組

参加費用負担の支援等に関する取組

関係団体・分野との連携強化に関する取組

【取組内容】
・大学生対象出張説明会（予定）

主に、教員養成系の大学で説明会の実施やリーフレットを配布し、将来
を含め地域クラブ活動の指導者の確保につなげる。

【成果報告書】 PDF版▶こちら QRコードはこちら▶
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埼玉県白岡市No.9-1

Ⅰ. 基本情報

Ⅳ．課題と今後の方針

Ⅲ. 成果

団体・組織等の連携

活動種別
【４月～１０月】・合同吹奏楽（パート別レッスン） ・プログラミング

【１１月～３月】・吹奏楽（菁莪中、南中、白岡中） ・プログラミング

運営形態

地域移行：団体等運営型

持続可能な地域クラブ活動を進めるためでも、
今後は「受益者負担」が大きな課題である。活
動内容や時間、指導者の人数や資格等により
部活動ごとに会費等の額が変わってしまうことに
対する不公平感が生じてしまうことが考えられ、
不公平感がなく適正な額を示すことが重要であ
る。受益者負担は、一律で取るのか、活動ごと
に変えて取るのか、どの部分を保護者に負担し
てもらい、どの部分を市で負担するのかについて
よく検討したうえで負担額を今後決めていく。

契約により、ある程度適正な額の受益者負
担額を保障することも考えられるが、運営する組
織団体の存続に影響するため現実的ではない。
国や県、市がどこまで補助できるかによって受益
者負担額は変化するため、不公平感を少なくす
るためには一定の割合で補助が必要になる

また、経済的に困窮する家庭には、市による
就学援助や運営団体による減免措置について
も今後検討していく。

活動場所

各中学校（音楽室）、市の施設

鍵、校舎管理の工夫・現状

スペアキーを作成し、委託先団体に預け、
委託先団体と指導者間で受け渡しについ
ての書類を取り交わして対応

参加生徒の基本情報

人 数：約６０名
活動日：休日（土曜日・日曜日・

祝日）
活動時間：３時間以内

指導者の基本情報

・吹奏楽（３校）
会社員、吹奏楽団員

・合同プログラミング
大学助教

活動財源・自己調達財源

文化庁事業委託費
市の一般財源
受益者負担なし

Ⅱ. 活動概要・取組

今年度は、３校の吹奏楽部の地域移行を行い、休日（土曜日・日曜日・祝日）は地
域の指導者が指導を行うことにより部活動顧問が休日に指導することがなくなった。休日に
部活動を指導しなくなることで、該当の部活動顧問の月当たり時間外在校等時間が減り、
教員の働き方改革の観点からも一定の成果が出た。

また、今年度は９月にプロポーザルを行い、委託先が途中で代わってしまったが、どちらの
委託先ともに情報の共有と意見交換を密に行うことで、スムーズに地域移行を進めることが
できた。部活動顧問と指導者間では、コミュニケーションアプリ（BAND、Sgrum)を活用する
ことで、アプリ上で互いに連絡を取ったり、練習日程や練習内容を共有したりと特に問題な
く進めることができた。

前半（４月～１０月）は、合同吹奏楽（パート別レッスン）を行ったが、パート別とし
て楽器を指定したことより、その楽器以外の子は参加できないという公平性がないものとなっ
てしまった。そのため、後期（１１月～３月）は、各校の吹奏楽部ごとの地域移行に切り
替えることで、すべての子が参加できる活動となった。

本市の現状として、生徒数の減少やニーズの多様化による活動のミスマッチ、教職員に係る負担の増加が学校
運営上の課題となっている。また、地域からは生徒が活躍する場の提供や専門的なサポートを望む声も多く、行
政・学校・地域が一体となった整備が急務となっている。

そこで、令和３年度より、モデル事業として文化庁や埼玉県からの協力や連携体制を築き、生徒や保護者、
地域にとって望ましい部活動の実現を目指すとともに、部活動における教職員の負担軽減等を図ることを目的に、
休日に活動している部活動の段階的な地域移行をスタートさせた。

令和４年度においては、市内中学校５０部活のうち、９部活（すべて運動）において、地域移行を行い、
生徒の意向を踏まえた、学校の部活動にはない新たな合同文化地域クラブ活動の実証も行っている。

休日の文化部活動として、合同吹奏楽（パート別レッスン）と合同プログラミングを行い、１１月からは
各校の吹奏楽部の休日地域移行を現在進めている。

委託団体：（スポーツデータバンク株式会社4月～10月、白岡Sport-Verein11月～3月）

事業目標： ・休日に活動している文化部活動をすべて地域移行
・生徒の意向を踏まえた、学校の部活動にはない新たな合同文化地域クラブ活動の実証
・活動の際に障害となるさまざまな課題を整理、関係団体等との連携強化
・ＩＣＴ機器を活用した活動管理システムの構築

【成果報告書】 PDF版▶こちら QRコードはこちら▶
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千葉県No.１0

Ⅰ. 県内の状況と課題

Ⅲ. 地域移行に向けた課題・今後の方針

Ⅱ. 取組内容と成果

【取組内容】

・部活動地域移行市町村担当者連絡協議会や公立中学校の部活動
地域移行に係る市町村別意見交換会の実施

【取組内容】

・吹奏楽部活動指導員認定講習会の実施

・千葉県広域人材バンクの設置

・県芸術文化団体協議会への地域移行説明会の実施

・県教育委員会学習指導課に文化部活動の地域移行担当の総括コーディネーター１名を配置し、各市町村への
アンケートや聞き取り調査により文化部活動の地域移行の現状と課題をとりまとめ、有効な取組について検討した。
・市町村からの相談窓口として、協議会や人材確保等の相談を受け、市町村に指導・助言、及び実務のサポート
をした。
・部活動地域移行市町村担当者連絡協議会や公立中学校の部活動地域移行に係る市町村別意見交換会
の実施から、進捗状況、取り組みの工夫、課題を把握することができ、文化部活動地域移行に関する参考資料
を作成し、市町村へ配付することができた。

・文化部活動の活動は室内となるため、地域移行の実施に向けて校舎の改修等に対応するための予算措置につ
いて検討が必要である。

【取組内容】

・「文化芸術振興費補助金（地域文化クラブ活動体制整備事業及び
中学校における部活動指導員の配置支援事業）」の周知

・市町村への聞き取りや情報交換を行い、独自財源を用いた参加費用
負担の在り方について整理、検討

＜課題＞
・文化部活動の活動は室内となるため、地域移行の実施に向けて校舎の改
修等の予算措置が必要と考える。

＜今後の方針＞
・令和６年度には、県内で３１の文化部活動が地域移行を開始する予定
となっている。該当自治体と連携してスムーズに進める支援を行うほか、先行
自治体の事例を県内に広く共有する活動を行う予定。

・引き続き市町村との情報交換を行うほか、聞き取り等で得た情報や支援
策を事業終了までにとりまとめて、市町村へ提供する予定。

・吹奏楽部活動指導員認定講習会の継続実施や千葉県部活動地域移
行実行委員会への県芸術文化団体協議会からの出席依頼など、関係団
体等との連携を深めていく。

【成果】

・各市町村の進捗状況や取り組みの工夫や課題を把握することができた。

・市町村からの質問に対し、指導・助言を行った。

・取り組み状況を踏まえ、文化部活動地域移行に関する参考資料を作
成し、市町村へ配付することができた。

【成果】

・指導者の確保、指導者の質の向上を図ることができた。

・部活動地域移行への理解等の促進を図ることができた。

・部活動地域移行への取り組みに対して協力要請を行うことができた。

【成果】

・各市町村へ本事業を周知することで、保護者負担の軽減に向けた取
り組みの検討材料とした。

・市町村との情報交換により、独自財源を用いた参加費用負担の在り
方について検討を促した。

関係団体・分野との連携強化に関する取組関係団体・分野との連携強化に関する取組

参加費用負担の支援等に関する取組

県の取組
他部局との協力体制 ○

県内自治体への説明・周知 ◎
教員等への理解促進 △
保護者・生徒への周知・説明 △

人材バンク設置 ◎

教育施設活用手段の整備 △

参加費用負担の検討 △

【成果報告書】 PDF版▶こちら QRコードはこちら▶

https://chiikibunkaclub.jp/seikahoukoku/026.pdf
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東京都No.11

Ⅰ. 都内の状況と課題

Ⅲ. 地域移行に向けた課題・今後の方針

Ⅱ. 取組内容と成果

東京都では令和５年３月に「学校部活動の地域連携・地域移行に関する推進計画」を策定した。今後は、本
推進計画に基づき、区市町村における部活動の地域連携・地域移行を進めていく。
＜都内公立中学校等における部活動の実態＞

東京都公立中学校には、運動部約5,000部、文化部約3,000部が設置されており、そのうち、休日も活動して
いる部活動は、運動部約70％、文化部約20％である。

また、専門的な技術指導ができる顧問を配置している部活動は、運動部、文化部ともに、約55%である。部活
動指導員（学校教育法施行規則第78 条の２に規定する部活動指導員をいう。以下同じ。）の配置は、運動
部約10％、文化部約５％、有償ボランティアの位置付けで、主に専門的な技術指導を行う外部指導者を配置し
ている部活動の割合は、運動部、文化部ともに約30％である。

令和７年度末までに、都内全ての公立中学校等で、地域や学校の実態に
応じ、地域連携・意向に向けた取り組みを実施

県の取組
他部局との協力体制 ○

県内自治体への説明・周知 ○
教員等への理解促進 ○
保護者・生徒への周知・説明 ○

人材バンク設置 ○

教育施設活用手段の整備 △

参加費用負担の検討 △

【取組内容】
・部活動検討委員会を年３回程度開催し、中学校等における部活動
の地域移行に向けて、持続可能なスポーツや文化芸術環境の構築につ
いて検討する。

【取組内容】
・指導者の状況をはじめ都内のスポーツ・文化芸術環境に関する情報を集
約し、域内の区市町村に対し提供するなど、広域的な調整や学校の設置
者に対する助言・支援を行う。

【成果】
・部活動検討委員会を8月、12月、２月の年３回開催し、関係者との
協議を踏まえて 「学校部活動の地域連携・地域移行に関する推進計
画」の改訂を行った。

【成果】
・地域関係者や保護者向けに、部活動の地域移行に関する周知のための
リーフレットを作成し配付した。
・広く関係者向けに、部活動の地域連携・地域移行の背景や、地域におけ
るスポーツ・文化芸術環境の将来像、見込まれる効果、スケジュール等につ
いて定期的にお知らせするためのニュースレターを発行した。

指導者の質の保証・量の確保に関する取組関係者との連絡調整体制整備に関する取組

【取組内容】
・区市町村における取組について、適宜把握し、必要に応じて指導助言
を行っていく。

【成果】
・全区市町村との意見交換や実証事業参加地区との情報交換の中で、
現場における参加費用負担の在り方について情報収集した。
・地区によって状況も様々であり、周囲の理解を得ながら慎重に進めてい
く必要があるトピックであることから、一律にモデル等を示すことはせず、ま
ずは現場の情報収集に努めた。

参加費用負担の支援等に関する取組

【成果報告書】 PDF版▶こちら QRコードはこちら▶

https://chiikibunkaclub.jp/seikahoukoku/027.pdf


48

東京都渋谷区No.11-1

Ⅰ. 基本情報

Ⅳ．課題と今後の方針

Ⅲ. 成果

団体・組織等の連携

活動種別
将棋・デジタルクリエイティブ（プログラミング、デジ
タルデザイン製作、AI機械学習）・eスポーツ・料
理

運営形態

地域移行・団体等運営型

課題としては、会費設定（受益者負担分）は引き続き検討が必要と感じている。また、持続可能な活動として実施できる取組（補助金など）が必
要となる。
今後は、中学校部活動の地域化をさらに加速させるために、令和５年度から実施している区立中学校に設置されている既存運動部活動の地域移行
を推進するモデル校を拡充していき、文化部についても検討していく。

活動場所

民間施設

鍵、校舎管理の工夫・現状

協力企業・団体管理

参加生徒の基本情報

人 数：将棋３名・デジタルクリエ
イティブ25名・eスポーツ15名・料理
47名
活動日：将棋週１回(水曜)・デジタ
ルクリエイティブ週１回(水曜日)・eス
ポーツ週１回(水曜or土曜)・料理週
１回(土曜)
活動時間：将棋14時~16時・デジ
タルクリエイティブ16時~18時・eス
ポーツ14時~16時30分・料理14時
~16時半

指導者の基本情報

協力企業・団体所属
指導者謝金：謝金15,000円/回・
デジタルクリエイティブ謝金20,000円
/回・eスポーツ謝金15,000円/回・料
理140,000円(14名)/回

活動財源・自己調達財源

文化庁事業委託費8,422千円
会費：将棋1,000円/年(保険料
込)・デジタルクリエイティブ前期加入
者および後期新規加入者8,000円
(保険料込)前期継続者の後期分
7,000円・eスポーツ前期加入者およ
び後期新規加入者6,000円(保険
料込)前期継続者の後期分5,000
円・料理前期加入者および後期新
規加入者13,000円(エプロン代、保
険料込)前期継続者の後期分
10,000円

Ⅱ. 活動概要・取組

〇運営体制の整備など、持続可能な運営ができる体制の確立
区内企業や学校などを連携し、指導者や場所の質を確保している。

〇生徒のニーズに合わせた部活動の機会提供
本活動は学校を超えての取組のため、異なった学校同士の生徒間の交流が生まれ、学校以外のコ
ミュニティの場となっている。また、学校にあまり登校していない生徒、学校部活動には参加していない

生徒、特別支援学級の生徒も本活動には参加しており、生徒たちの活動の機会を提供できている。

〇参加生徒の声
参加生徒へのアンケート調査を行った結果、かなりの満足度の高い結果が読み取れた。
指導には、日本将棋棋士連盟指導棋士やIT企業社員・料理学校専任指導者があたっており、質
の高い指導が、参加生徒にとって非常に満足度が高く、実施の成果を感じている。

区独自に区立中学校生徒のニーズ調査を実施し、学校部活動にはなかった新しいクラブを実施している。
区で設立した一般社団法人渋谷ユナイテッドが部活動の地域移行の担い手となり、渋谷ユナイテッドが区内のス
ポーツ団体や大学などと連携を図り、指導者や活動場所の確保している。
区スポーツ部・教育委員会・渋谷ユナイテッドと毎週定例会を実施し、緊密な連携を図りながら、本活動を実施し
ている。
文化部の活動としては、将棋・デジタルクリエイティブ（プログラミング、デジタルデザイン製作、AI機械学習）・eス
ポーツ・料理を実施している（文化部活動以外にも運動部活動も実施している）。指導員は、協力企業・団体
所属の各分野の専門の知識を持っている人が指導にあたっており、質の高い指導を生徒に提供できている。

運営主体：一般社団法人渋谷ユナイテッド
事業目標：既存の学校での部活動にとらわれず、生徒らのニーズを取り入れることで、本来
やりたかった種目に触れたり、新たな活動が出来るような環境を整え、生徒らが主体的に活
動出来るような部を設置し、企業等を巻き込んでいくことで持続可能な活動を目指す。

【成果報告書】 PDF版▶こちら QRコードはこちら▶

https://chiikibunkaclub.jp/seikahoukoku/029.pdf
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東京都日野市No.11-2

Ⅰ. 基本情報

団体・組織等の連携

活動種別

けん玉・料理・プログラミング、ほ
か
運営形態

地域移行・団体等運営型

運営主体： 【Ⅰ型】：（公財）社会教育協会 ひの社会教育センター
【Ⅱ型】：（公財）社会教育協会 ひの社会教育センター、明星大学

事業目標： 目標① 協議会の実施：年間3回程度
目標② 日野型地域文化活動の実施：農業・料理・パソコン など
目標③ 外部資金による財源確保：企業版ふるさと納税などの寄付・協賛等の実
施スキーム構築

活動場所

▼自主開催型（Ⅰ型）
・けん玉：日野第四中学校 体育館
ギャラリー、食堂
・料理：日野市東部会館 2階料理
実習室
▼外部の既存プログラム紹介型
（連携Ⅱ型）
・ひの社会教育センター、明星大学
（zoomを使用したオンライン）、他
市内施設

鍵、校舎管理の工夫・現状

◆体育館等、活動場所の物理鍵は、
事前の書面取り交わしにより指導者
へ貸与
◆募集活動に利用する「ひのスポ！
ひのカル！ウェブサイト」へのアクセス
マップ掲載
◆出欠管理用ICTツール「Band」を
活用した、指導者によるクラブ運営

参加生徒の基本情報

人 数： 17名（けん玉・料理）
活動日：日曜日（10月〜2月）
活動時間：16:00〜18:00（けん
玉）10:00〜13:00（料理）

指導者の基本情報

けん玉：4名／料理：2名
謝金単価：3,000円／時間

活動財源・自己調達財源

【Ⅰ型】
参加費
けん玉：800 円(保険代)
料理：6,800 円(税込)=800 円(保
険代)+6,000 円(全6回分食材費
実費)

【Ⅱ型】
地域企業、団体、大学が実施してい
る既存の取組であるため、市教育委
員会として参加費徴収なし。

Ⅱ. 活動概要・取組
日野市が進める「ひのスポ！ひのカル！」では、令和5年度、運営母体としての事務局が自主的に指導者や実施
場所を企画運営する「自主開催型（Ⅰ型）」のほか、連携する外部の団体がすでに実施している既存のプログラ
ムを紹介する「外部の既存プログラム紹介型（連携Ⅱ型）」を実施した。

◆自主開催型（Ⅰ型）
1)けん玉
2)料理

◆外部の既存プログラム紹介型（連携Ⅱ型）

①大学生らが優しく寄り添うプログラミング農園「はじめてのプログラミング」
指導：山中 脩也 先生（明星大学 データサイエンス学環 准教授）
場所：オンライン（Zoom）
対象：限定なし
実施：2023年11月09日(木)〜2023年12月19日(火)
内容：全３コース（火・木・金）で，各コースは１週間に１回，全６回
＜火曜コース＞ つくろう！世界に一つだけの作品！〜視覚的にプログラミングに触れよう！〜
＜木曜コース＞ プログラミングって自由だ！〜比較を通して広がる世界〜
＜金曜コース＞ プログラムの作成過程を楽しもう！

②ひの社会教育センターの既存プログラム、全8プログラムを、「ひのカル！連携Ⅱ型プログラム」として、日野市内の
小中学生に向けて紹介。
剣道
トランポリン
日曜ドラム
白瑛（はくえい）先生の書道入門
学割リフレッシュ＆リラックスヨガ
ピークハントアドベンチャークラブ（登山）
中高生スポーツ
けん玉道場

【成果報告書】 PDF版▶こちら QRコードはこちら▶

https://chiikibunkaclub.jp/seikahoukoku/028.pdf
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東京都日野市No.11-2

Ⅳ．課題と今後の方針Ⅲ. 成果
◆課題①：認知度向上と、参加者人数の増
加
・実施した地域クラブ部活動の参加定員を設定
したが、定員を割る活動が出ていた
・活動についての認知がまだまだ不十分であると
感じられる

◆課題②：受益者負担の妥当性と参加率の
向上
・Ⅰ型および連携Ⅱ型、ともに参加費の負担を
前提とした参加者確保
・連携Ⅱ型の受益者負担は、内容と金額が事
業者に依存する

◆課題③：連携Ⅱ型プログラムの連携先開拓
がどう実行できるか
・地域の連携先に、ひのスポ！ひのカル！の活
動をどう知ってもらうか
・認知の先にある、連携合意までのプロセスを明
確化

◆小中学生の学年を超えた交流
・「ひのカル！料理」では、小学生と中学生が参加対象者であり調理後の食事の時間に、学年を超え
て会話をしている光景が見られた。
・普段の部活動では交流のない他校の生徒と共にグループを組んで練習・活動している様子が印象的
であり、本事業により他校の生徒との繋がりも生まれ始めている。

◆より幅広い体験機会の創出
・「ひのカル！けん玉」は、学校部活動としては存在していないが、体験機会を広げる意味からひのカ
ル！として実施。参加者は少なかったが、ひのカル！として初めて実施することができた。
・主会場は学校体育施設のギャラリーを活用したが、体育館が使用できない日は、学校施設内の食
堂をひのカル！として初めて活用して実施した。ひのカル！会場として、体育館以外の学校施設を活
用した一つの例となる。

◆オンラインでの開催も体験機会の重要な要素と認識
・明星大学で実施した連携Ⅱ型「プログラミング教室」では、市内小中学生を対象としたプログラミング
教室を例年実施しており、zoomオンラインを活用したプログラミング活動を「ひのスポ！Ⅱ型」として連
携することができた。
・プログラミング教室の開催の周知は、学習者用端末を活用して行い、その周知後に参加者数が増え
たという反応を明星大学からいただいている。（明星大学側として、プログラミング教室の参加者数、
属性を把握していない）

◆主体となる運営団体・指導者に、地域で古くから活動する「ひの社会教育センター」を確保
・1969年開所の「ひの社会教育センター」は、運営ノウハウだけでなく、多くの指導人材を抱えている
・すでに地域住民を受け入れる基盤があり、プログラムの数も充実している
・指導者は、経験ある人材であり、自主的なプログラムの企画から実施までを行った

◆けん玉、料理、ともに、従来の部活動にはない種目を実施
・2023年5月に実施した生徒向けアンケートの結果を参考に、種目を選定
・人気の高い種目だったことから、十分なニーズがあるとの見込みのもと、活動を展開
・どちらも「ひの社会教育センター」では人気のプログラムだが、保護者や小中学生にとっては、まだ知ら
ない潜在層も多いという仮説をもとに、機会確保を実施した

◆今回の「ひの社会教育センター」はじめ、今後の主体となる運営団体にとっては、協議会を通じた
「認証コード」の構築により、活動基準、運営基準のあり方を提示
・協議会での議論から、認証コードのあり方、盛り込むべき条項を整理
・安全面だけでなく、指導の質を担保する研修制度やその中身、コンプライアンス等への対応を踏まえた
認証コードの実運用版（バージョン1.2）までを作成
・三井住友海上火災保険の専門家チームが再々委託の相手方と共同開発したオンライン研修システ
ム（Eラーニング）を利用し、指導者の質の担保を前提とした運営基準を確立した

◆「認証コード」の構築により、外部の既存プログラム紹介型（連携Ⅱ型）が可能に
・ひのスポ！ひのカル！として、とくに認証の対象となる外部の既存プログラムの基準値を設定したことに
より、地域のさまざまな団体や事業者を地域クラブ活動に取り込める環境が整った
・それにより、機会確保のほか、指導者の質や量の担保にも、同時に寄与する仕組みづくりとなった

◆受益者負担は、R5後期より、参加費の徴収を開始
・保険料実費相当の800円を、ひとり1プログラムあたりの参加費として徴収
・支払いは、オンライン決済システムSquareを採用し、安全性と利便性を高めるとともに、確実な集金
管理を前提とした運用ルールを設定
・所得格差による参加機会の損失を防ぐ目的から、就学援助世帯に対する参加費の免除も併せて実
施した

◆文化活動ならではの実施場所として、「食堂」を利用
・けん玉の実施場所として、日野第四中学校の体育館ギャラリーのほか、隣接する「食堂」を利用
・食堂の利用にあたっては、個人情報の保護等を前提とした職員室、教室等からの動線の切り分けを
実施
・鍵の管理等も、学校および指導者との事前調整により実施した
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神奈川県No.12

Ⅰ. 県内の状況と課題

Ⅲ. 地域移行に向けた課題・今後の方針

Ⅱ. 取組内容と成果

【取組内容】
〇今年度、年に３回、県部活動地域移行連絡会を開催し、

各市町村、学校関係者、及び地域の文化団体等に参加を
依頼し、文化部活動の地域移行・地域連携について、情報
交換や協議等を行った。また、先進的に取り組んでいる他県
から講師を招き、文化部活動の地域移行・地域連携について
関係者への理解促進を図った。

〇総括コーディネーターが、各市町村から現状の聞き取り等を行
いながら、情報交換を行った。

【取組内容】
〇広域人材バンク「かながわ 地域クラブ活動 指導者データベース」

を設置した。
〇地域クラブ活動指導者研修講座を開催し、指導者の質の保障

を担保する取組を行った。
〇部活動地域移行連絡会を通して、指導者の確保について、各

市町村や各団体で協議・情報共有した。

・本県には政令市を含む33市町村で約410校の中学校があり、令和５年度の文化部入部者数は約4万4千人、
入部率は約22％である。
・県域（政令市を除く）の公立中学校においては、美術・工芸、吹奏楽、自然科学、調理、演劇、パソコン、合
唱等の文化部活動を設置している学校がある。一方で、生徒数の少ない学校や地域では、学校に設置している
文化部の種類が限られている現状がある。
・県域の公立中学校においては、吹奏楽、美術・工芸、演劇、合唱、自然科学等で休日に活動している学校が
みられる。
・令和３年度から２年間、秦野市に地域部活動推進事業を委託し、同市内の中学校において、吹奏楽部の地
域移行に関する実践研究を行った。

【取組内容】
〇今年度、年に３回、県部活動地域移行連絡会を開催し、

各市町村、学校関係者、及び地域の文化団体等に参加を
依頼し、「参加費用負担の支援」について、情報交換や協議
等を行った。

〇今年度、策定した「公立中学校における部活動の地域移行
に係る 神奈川県の方針」において、費用負担を軽減する役
割を明記した。

【課題】
○人口規模の小さい地域では、学校に設置されている文化部の種

類が少なく、生徒が文化芸術等に親しむ機会の確保という点に
おいて課題がある。

○各市町村においては、体制（受入団体等の整備、指導者の確
保等）が整っていない、あるいは模索中の地区が多く、その支援
が必要である。

○学校現場の教職員や保護者に対する、文化部活動の地域移
行に関する情報の周知や理解の状況については、地域によって差
がみられる。

【今後の方針】
〇総括コーディネーターを複数配置し、各市町村の取組を支援する。
〇指導者の確保に係る広域人材バンクの活用を推進する。
〇広域人材バンクへの登録要件となっている「指導者への研修体

系」を構築する。
〇各市町村で困っている点について、県部活動地域移行連絡会を

とおして、各自治体と連携し、必要な情報を交換できる場を創出
する。

【成果】
〇具体的にどのように取り組めばよいか方策を見いだせない市

町村が多かったが、文化部活動の地域移行に向けた実証事
業に年度途中から再委託で取り組む市町村が現れるなど、
文化部活動の地域移行・地域連携に対して、積極的に考え
る市町村が、徐々に増えてきた。

【成果】
〇地域の団体等と協力しながら、部活動の地域移行・地域連携

に取り組む市町村が徐々に増えてきた。
〇広域人材バンクの周知が進んでいる。

【成果】
〇県部活動地域移行連絡会において、 「参加費用負担の支

援」を協議することで、各市町村、学校関係者、及び地域の
文化団体等で、問題を共有し、協力しながら取り組むことの
確認を一定程度とることができた。

〇「公立中学校における部活動の地域移行に係る神奈川県の
方針」を策定・検討する検討会において、検討会の構成メン
バーで、 「参加費用負担の支援」について、協議することがで
きた。

県の取組
他部局との協力体制 〇

県内自治体への説明・周知 ◎
教員等への理解促進 〇
保護者・生徒への周知・説明 〇

人材バンク設置 〇

教育施設活用手段の整備 △

参加費用負担の検討 △

指導者の確保に関する取組関係者への理解促進に関する取組

参加費用負担の支援等に関する取組

【成果報告書】 PDF版▶こちら QRコードはこちら▶

https://chiikibunkaclub.jp/seikahoukoku/030.pdf
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神奈川県秦野市No.12-1

Ⅰ. 基本情報

Ⅳ．課題と今後の方針
Ⅲ. 成果

団体・組織等の連携

活動種別

吹奏楽

運営形態

地域移行 市区町村移行型

・市広報紙や動画の作成を行い、地域や保護者等への説明会を継続的に実施した。
・休日の学校部活動を段階的に地域移行へ進めていく学校が３校に増えたことで、学校の実情に応
じた好事例が増えた。
・主な活動場所が各学校の音楽室であることから、セキュリティ面において教職員が鍵の管理をしている
が、複数の兼職兼業をした顧問教職員が鍵の開錠と施錠を交代制で行うことや、他の部が活動して
いる日には、別の学校部活動の顧問に鍵の管理を協力してもらうなど柔軟な運営ができた。
・秦野市立南中学校では指導者が同校の吹奏楽部を継続的に指導しているため、在学中に指導を
受けた卒業生が知識・技能を有した新たな指導者人材として活用できている。この取組を進めていけば、
同じような好事例が生まれていくと考えている。
・個人購入できない打楽器等大きくて高額な楽器は、学校所有のものを使用している。
・教育委員会の指導者人材バンクを活用することで、学校と指導者のマッチングがスムーズにできた。

・秦野市立南中学校では当初は、休日の部活
動に顧問教職員が従事しない環境づくりができ
たが、平日の学校部活動での人間関係づくりの
課題が生じたため、後半の活動では学校部活
動顧問教職員が休日の活動に参加する日が
多くなった。
・秦野市立東中学校では兼職兼業の教職員
の他に地域から指導者が募れなかった。
・秦野市立西中学校では、学校部活動顧問
教職員の地域移行への不安感から、事業の実
施までに時間がかかった。
・来年度も取組を進めている３校で、休日の学
校部活動を地域の活動として取り組んでいく方
針であり、さらに持続可能な活動となるよう、謝
金単価、活動にかかる保険料、年会費や月会
費等の活動費については保護者・学校等の理
解が得られるよう今後も検討が必要である。
・各校の取組を好事例として市内各学校に共
有し、生徒や保護者の不安や混乱が出ないよ
う、各校の実態に合わせ段階的に休日の学校
部活動を地域移行していくことを目指していく。

運営主体： 秦野市教育委員会
事業目標： 子どもたちの文化活動への機会確保と教員の働き方改革の観点から、秦野市内

の公立中学校の休日の文化部活動を段階的に地域移行していくことに向けて、地
域から指導者を募り確保していくことや活動にかかる費用負担の在り方、活動場所
の確保など様々な課題を検討し、新たな文化活動の創造を学校と協働して目指
していく。 活動場所

秦野市立南中学校 音楽室
秦野市立東中学校 音楽室
秦野市立西中学校 音楽室

鍵、校舎管理の工夫・現状

兼職兼業した複数の顧問教員が鍵
の管理を行い、開閉錠を行う。
（開錠と施錠の分担も可能）

参加生徒の基本情報

人 数：南中学校32人
東中学校14人
西中学校29人

活動日：原則、土日どちらか１日
活動時間：３時間

（準備片付けを含めて４時間）

指導者の基本情報

・学校教職員(７名) １回3,000円
・地域の吹奏楽経験者(７名) １回

3,000円

活動財源・自己調達財源

文化庁事業委託費 76.5万円
保険料/人 一部受益者

負担

Ⅱ. 活動概要・取組

・秦野市立南中学校では５月から２月までの間で、休日の地域クラブ活動を40日実施した。そのうち
８日は、兼職兼業した学校部活動顧問（３名）が全員、従事することになったが、残りの32日は、
３名から１名の顧問が従事しないでよい環境を作ることができた。（休日の活動における８０％）
・生徒からは「継続的に専門的な知識と技術を持った指導者に教えてもらうことは嬉しい」等の感想が
多くあった。また、学校顧問教職員からは「休日の学校部活動に携わるかどうかの、自由な選択ができ
るようになった」「休日に休める環境づくりになっている」等の意見があった。
・市の部活動検討委員会委員からは「関係者が知恵を出し合いながら、実情に応じたできる範囲の取
組を進めていくことが、子どもたちや先生たちのためになるので、素晴らしい取組である」との意見があった。

・本市では令和３年度から休日部活動の地域移行を進める中、文化部の活動も同様と捉え、かねてより外部人
材の登用が進んでいる南中学校吹奏楽部をモデル校として指定し、部員数の減少や教職員の働き方改革実現
という課題の解決と共に新たな枠組みでの文化活動の創出に向けた取り組みを進めてきた。当該の部活動では、
外部指導者と生徒の関係性も良く、管理職を中心に生徒や保護者の地域移行への理解を丁寧に進めたことに
より、順調に地域移行が進んでいる。特に、中学校を卒業した人材が指導者として多く休日の活動に携わること
が増えたことが、安心感にもつながるとともに、地域に根付いた取組となっている。
・こうした成功事例を踏まえ今年度はモデル校を２校として、秦野市立東中学校と秦野市立西中学校でも実証
事業を行ってきた。秦野市立西中学校では、本市の部活動における人材バンクを活用して、過去に市内中学校
で吹奏楽部の指導歴がある指導者を配置したことで、生徒が専門的な指導が受けられる環境づくりを行うと共に、
学校部活動顧問が休日の学校部活動に携わらない環境づくりをした。また、秦野市立東中学校では、活動に関
わる指導者を地域に募集する掲示物を作成して、取組を進めた。
・活動時間は、文化庁の「文化部活動の在り方に関する総合的なガイドライン」及び、本市の「秦野市部活動ガ
イドライン」を遵守した活動とした。※活動時間は３時間程度（準備片付けは含まない）。原則として週２日以
上の休養日かつ土曜日及び日曜日は少なくとも１日以上を休養日とすること。

【成果報告書】 PDF版▶こちら QRコードはこちら▶

https://chiikibunkaclub.jp/seikahoukoku/031.pdf
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神奈川県開成町No.12-2

Ⅰ. 基本情報

Ⅳ．課題と今後の方針Ⅲ. 成果

団体・組織等の連携

活動種別

吹奏楽

運営形態

地域移行・団体等運営型

○児童・生徒への指導に関する工夫
・実施計画を作成するにあたり平日と休日の連携をスムーズに行うため、総括コーディネーターを１名設
置した。総括コーディネーターは実施月の２か月前に実施日の確認、１か月前に実施内容を調整し保
護者にアプリを通じて連絡するようにした。
・また４月以降の実施に向けては、実施日当日指導者だけではなく、管理者１名を配置し施設管理
や生徒の安全管理を行える体制とした。
○運営上の工夫
・施設や用具は中学校の機材を利用することを前提に利用リストを作成し、実施後、利用報告を行う
こととした。
・施設の管理については、地域クラブ用の施設鍵を作成し、実施日当日、中学校の管理下でなくても
施設を使用できるようにした。また、この鍵は平日、教育委員会が保管し、実施日当日は、クラブが借
り受ける形で管理を行う。令和６年度実施方針の中にこのルールを盛り込んだ。
・人材確保の質と量の保障としては、指導者の確保を個人でなく団体から行うことで、個人に帰属した
取組とならないようにした。
・関係者との連携については、専用のアプリを用意し登録を促すよう準備している。
・前提として、生徒の文化活動の場の継承と教職員の働き方改革の推進を念頭に、地域移行化を開
成町総合型スポーツクラブに委託し持続可能な場の整備を構築すると共に教職員の意思が尊重され
るよう、兼職兼業の在り方についても学校と認識の共有を行った。

（継続的な財政確保）
令和８年度以降の本格的な部活動の地域移
行に向け令和６年度は文化部１部活、運動
部１部活をモデル事業として実施する。その事
業で把握した課題等を基に令和７年度にはで
きるだけ多くの部活動を地域移行し令和８年
度開始時にはには全ての部活動の地域移行を
完了させる方針としている。

今後の課題としては、運営主体を町内に存
在する一般社団法人開成町総合型スポーツク
ラブと町が委託契約を結び運営するとしているこ
とから、継続的な財政確保をしていく必要があ
る。この確保の方法を町の一般財源のみだけで
はなく、受益者負担・企業版ふるさと納税等
様々な方法を検討していく。

運営主体： 一般社団法人開成町総合型スポーツクラブ
事業目標： 令和６年度から部活動地域移行が実施できるよう、中学校文化部活動の地域

移行計画及び実施体制を整備する。

活動場所

中学校

鍵、校舎管理の工夫・現状

教育委員会が管理し、実施の際、
運営する総合型スポーツクラブに貸し
出す。

参加生徒の基本情報

令和5年度は、総括コーディネーター
配置による計画策定年度のため、実
績なし。

指導者の基本情報

実績なし。

活動財源・自己調達財源

文化庁事業委託費 50万円
町一般財源 約10万円

Ⅱ. 活動概要・取組

令和８年度の本格実施に向けて、開成町としての方針を関係者と共有することができた。その方針
に対して、事業スキームを構築し令和６年度には実際に吹奏楽部を地域移行化することが可能となっ
た。また、令和６年度の実施に向け対象の部活動の顧問とも定期的に打合せの場を持ち、平日と休
日の連携・施設管理・保護者との連絡方法・教職員の兼職兼業・保険加入・責任関係などそれぞれ
の観点から協議を行い、地域移行化以後できるだけ学校の負担とならないよう詳細に調整を行った。

・令和８年度部活動地域移行本格実施に向け令和６年度から段階的に休日の部活動をクラブ化できるよう、
総括コーディネーターを１名配置し町・学校・関係団体と調整を行った。
・調整に際しては、準備委員会を設置し、年間３回を行い、事業説明・講演・事業方針確認・令和６年度実施
方針の確認を行った。
・総括コーディネーターを中心に、実施に向け学校の管理職や顧問の教員と具体的な調整を年間７回行った。ま
た、小学校４年～５年の児童、中学校１～２年の生徒及び保護者に対しアンケートを実施し本事業の認知度
や今後の課題に対し意見をもらい集計、検証した。
・中学校の生徒・保護者に対し、本事業の周知をするため、チラシを作成し、新入生生徒説明会の参加者や在
校生全員に配布を行った。
・令和６年度実施する吹奏楽部の生徒・保護者に対し、詳細な説明会を開催した。

【成果報告書】 PDF版▶こちら QRコードはこちら▶

https://chiikibunkaclub.jp/seikahoukoku/032.pdf
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